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富山市角川介護予防センター指定管理者募集要項 
 
１  施設の概要 
(1) 名称 

富山市角川介護予防センター 

(2) 位置 

富山市星井町二丁目７番３０号 

(3) 敷地及び建物の概要 

建  築 平成２３年 

開  設 平成２３年 

敷地面積 ７,８８４.４７㎡ 

構  造 鉄筋コンクリート増（一部鉄骨造）地下１階地上２階建て 

建築面積 ３,３０６.８９㎡ 

延床面積 ５,０２４.５７㎡ 

(4) 設置施設 

ホール・受付、ショップ、パワーリハビリテーション室、トレーニング室、健康測定室、ス

タジオ、男・女トイレ、多目的トイレ、スタッフルーム、カウンセリング室兼医務室、休憩・

ヘルスチェックコーナー、パーソナルケア室、男・女更衣室、多目的更衣室、男・女シャワ

ー室、男・女化粧室、運動療法プール、補給水室、ドライサウナ、ウエットサウナ、エアロ

ゾル、温熱療法室、手足浴、温熱療法シャワー室、プレパレーション、温泉水療法室、軽運

動室兼大ホール、サロン、介護予防情報コーナー、健康交流展示コーナー、市民交流ホール 

 
２  管理運営の方針 

本施設は、富山市中央保健福祉センター、介護保険課（認定審査会室）からなる複合福祉施設

です。玄関やホールなどについては、共用することとなります。 
富山市角川介護予防センターでは、温泉水の効用を活用した水中運動やパワーリハビリテーシ

ョン、スタジオなどの陸上運動など複合的な介護予防プログラムを提供し、実践することとし、

施設の特徴を活かした、効率的な管理運営を行ってください。 
また、施設の維持管理については、富山市長寿福祉課、中央保健センター並びに介護保険課と

の連携をはかり、一体的な施設の維持管理運営を行ってください。 
 

３  管理業務の範囲等 
(1) 富山市角川介護予防センターの施設及び附属設備等の維持管理に関する業務 

(2) 富山市角川介護予防センター条例の第3条第1号から第5号までに掲げる施設の使用の承認

に関する業務 

(3) 富山市角川介護予防センター条例第4条に掲げる事業に関する業務 

(4) 上記の他、富山市角川介護予防センターの管理に関して市長が必要と認める業務 

 

業務内容の詳細については、添付の「富山市角川介護予防センター管理業務仕様書」をご覧く

ださい。 

 
４  管理運営に要する経費 

角川介護予防センターの管理運営費については、仕様書をもとに積算してください。 

なお、積算にあたっては、募集要項に添付の直近４年間の収入及び支出の決算額を参考として

ください。 
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５  指定期間 
  令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 
６  利用料金制度の適用の有無 

施設の利用料金については、利用料金制度を適用し指定管理者の収入とします。 
また、富山市角川介護予防センターの利用料金の額は、設置条例で定める額の範囲内において、

指定管理者が市長の承認を得て定めることとします。 
 
７ 指定管理業務に必要な資格、免許等 

富山市角川介護予防センターの管理運営業務を遂行するために、次の資格を有している職員を

配置することにします。 
(1) 医師：医師法（昭和23年法律第201号）で定める医師免許（1名以上） 
(2) 消防法第８条に規定する防火管理者及び危険物取扱者（丙種又は乙４種）免許（1名） 
(3) 指導員については、保健師助産師看護師法（昭和 23 年法律第 203 号）で定める保健師又は

看護師免許を有する者が1名以上、 理学療法士及び作業療法士法（昭和40年法律第137号）

で定める理学療法士免許を有する者 1 名以上、 健康・体力づくり事業財団が認定する健康運

動指導士又は、健康運動実践指導者の資格又は、日本スポーツ協会が認定するアスレティック

トレーナー資格又は、同等の技術を有する者が3名以上 
 
８  指定管理候補者として選定しない法人等 

次のいずれかに該当するものは、指定管理候補者に選定されません。 
ア  当該法人等の責めに帰すべき事由により、市又は他の地方公共団体から指定管理者の指

定を取り消され、その取消の日から２年を経過しない法人等 

イ  市長、副市長、上下水道事業管理者、病院事業管理者及び地方自治法第１８０条の５の

規定により市に設置する委員会の委員若しくは委員（以下「市の機関等」という。）又は議

員が、市に対し主として指定管理業務及び請負をする法人等（市の機関等の場合にあって

は、市が資本金、基本金その他これらに準ずるものの２分の１以上を出資している法人を

除く。）の無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役若しくはこれらに準ずべき者、支

配人及び清算人である法人等（公共団体及び公共的団体を除く。） 

（地方自治法の「兼業禁止」に準じた取扱い） 

ウ  当該法人等の代表権を有する者のうち、次のいずれかに該当する者がある法人等 

①  公の施設の管理に係る契約を締結する能力を有しない者 

②  破産者で復権を得ない者 

③  本市における指定の手続において、その公正な手続を妨げた者又は不正の利益を得る

ために連合した者 

④  禁錮以上の刑に処せられ､その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくな

るまでの者 

⑤  本市において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者 

⑥  日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破

壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

（①～③は、地方自治法施行令の「一般競争入札の参加者の資格」、④～⑥は、地方公務員法

の「欠格条項」に準じた取扱い） 
エ  富山市競争入札参加有資格者指名停止要領に基づく指名停止期間中の法人等 
オ  指定管理業務を開始する時点において、富山市内に事業所等を有しない法人等 
カ  法人等又は法人等の代表権を有する者が、市税を滞納しているもの 
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キ  施設を管理するに当たって必要な資格及び免許等を有していない法人等。ただし、指定

管理業務の開始までにそれらを有すること又はそれらを有するものに管理業務の一部を委

託することが確実であるものを除く。 
ク  法人等、法人等の代表権を有する者等（株式会社にあっては取締役、公益法人にあって

は理事、その他の団体等にあってはこれらに相当する職にある者及びこれらの者以外に団

体等の経営に事実上参加しているものをいう。）又は法人等の被用者（代表権を有する者等 
を除く全ての従業員、構成員及びこれらに相当するものをいう。）が、暴力団関係者その他 
暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）に基づき、指

定管理候補として選定することが不適当である者 
 
９  選定方法等 
(1) 選定方法 

指定管理者の選定にあたっては、外部と内部の委員による選定委員会において、申請のあ

った各法人等によるプレゼンテーションの内容等を踏まえ、技術点及び価格点の合計で評価

を行う総合評価方式により審査し、選定委員会での結果を経て、富山市において指定管理候

補者を選定します。 
 

(2) 選定基準 
審査にあたっては、次の選定基準に基づき、最高点のものを指定管理候補者とします。 

 
選定基準 配点 
１ 住民の平等な利用が確保されていること １０ 
２ 事業計画書の内容が、公の施設の効用を最大限に発揮するとともに管理経費の

縮減が図られるものであること 
５０ 

３ 事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力、人的能力を有していること ２０ 
４ 安全管理及び緊急時対応の体制が確立されること １０ 
５ 環境保護及び障害者雇用等に配慮した経営を行っていること 
６ 総合評価（選定基準１～５について、相乗効果が図られる点などを総合的に評価） １０ 
計 １００ 
審査結果については、応募者全員にお知らせするとともに、公開します。 

 
１０  提出書類 

ア  指定管理者指定申請書「様式第１号」 
イ  応募資格を有していることを証する書類 
-1  代表権を有する者全員の 

① 市区町村長が発行する身分証明書（破産者でないことの証明） 

② 法務局が発行する登記されていないことの証明書（成年被後見人等でない証明） 

-2  申立書（法人の代表権を有する者全員が、「８ 指定管理候補者として選定しない法人等」 

のウに該当しないことの申立書）「様式第２号」 

-3  自治体が発行する納税証明書（団体のもの及び団体の代表権を有する者全員分） 

-4  資格及び免許等が必要な場合はそれらを有していることを証する書類又は指定管理業務 

の開始までに有すること等を確約する書類 

-5  暴力団排除に関する合意書関係の書類「様式第８号」 
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ウ  団体であることを証する書類 

法人の場合は、定款、寄附行為、登記事項証明書、地縁による団体であることの証明書等。

法人でない場合は規約、構成員名簿等 

エ 法人等の経営状況等がわかる書類 

-1  組織、人員、業務内容及び業績等がわかる書類 

-2  申請日の属する事業年度の直前２事業年度の事業報告書、貸借対照表、損益計算書、財

産目録又はこれらに相当する書類 

-3  類似施設の管理実績がある場合は、当該施設の概要、管理体制、収支の状況及び利用状

況等がわかる書類（該当するものがない場合は「該当なし」として提出してください。） 

オ  施設管理の基本方針及び事業計画書 

-1  施設管理の基本方針 「様式第３号」 

施設管理の基本的な考え方、利用者からの要望の把握及びそれへの対応、自己点検及び

自己評価の仕組みなど 

-2  事業計画書 「様式第４号」 

指定期間内の年度ごとの業務計画書、職員の配置計画、個人情報の保護に関する措置、

安全管理及び緊急時対応の体制、指定期間内の年度ごと及び合計の収支計画書、現状にお

ける環境保護及び障害者雇用等に配慮した経営の状況、市作成の協定書に対する変更要望

など 

カ 指定管理者による自主事業及び収益の向上に結びつく改善策の提案 

-1 自主事業に関する提案書 「様式第５号」 

-2 収益向上に関する提案書 「様式第６号」 

キ その他市長が必要と認める書類 

 
共同体として申請する場合は、申請書の提出時点において共同体を成立させ、その構成員す

べてのイウエの書類、「共同体の概要書（共同体の代表者、共同体とすることの必要性・利点、

管理業務の実施体制のわかる書類）」及び「様式第７号」（指定管理者制度に係る共同企業体協

定書）を提出してください。 
また、共同企業体の解散時期については、少なくとも指定期間終了後、３箇月を経過するま

での間は解散をすることができないものとしてください。 
 
１１  指定管理者による自主事業及び収益の向上に結びつく改善策の提案 
(1) 自主事業について 

管理業務仕様書に記載された業務以外に指定管理者が自主事業を行う場合は、様式第５号

「自主事業に関する提案書」を提出してください。 
自主事業は、公の施設の設置目的に沿ったもので、施設利用者の利用を阻害しないものに

限るものとし、参加者負担金がある場合は、その金額の適正性などについて、市で検討し、

市の承認した事業に限り実施できるものとします。 
なお、自主事業に係る経費は、指定管理者の負担とし、利用料金も含め指定管理者自らの

収入により費用を負担して実施するものとし、市からの委託料を財源としないものとします。 
(2) 収益の向上について 

富山市角川介護センターの管理体制や営業活動について、収益の向上に結びつく改善策に

ついて、様式第６号「収益向上に関する提案書」を提出してください。 
なお、当施設の利用料金（消費税を含む）は、条例で定める1人につき1回１，５７０円、

1 人につき年８８，０００円を上限として、指定管理者が利用料金を設定することができま

す。利用者の確保を図るため、利用料金の設定や割引制度について提案してください。 

4



 5

１２  指定申請書等の提出先、提出期間及び提出方法等 
(1) 提出先 

富山市福祉保健部長寿福祉課（本庁１館西階） 
〒９３０－８５１０  富山市新桜町７番３８号 
電話  ０７６－４４３－２０６１  担当 橋立、水野 

(2) 提出期間 

令和２年７月２０日（月）から令和２年８月３１日（月）まで（土曜日、日曜日及び祝日を

除く。）の午前８時３０分から午後５時１５分まで 

(3) 提出方法等 

持参又は郵送してください。 
提出部数は、片面印刷で正1部、副（１０ 提出書類のエオカキ、共同体の概要書のみ） 

１部とします。 
郵送の場合は、書留郵便とし、最終日の午後５時１５分まで必着としてください。 
申請に要する経費等はすべて申請者の負担とします。 

 
１３  質疑応答 

応募に際してご不明の点等につきましては、令和２年８月１４日（金）までご質問をお受け

いたします。 
      ご質問は、末尾に記載のお問合せ先まで電子メール又は書面でお送りください。 
      ご質問への回答は、とりまとめのうえ、参考として、応募希望者全員に配布（８月２１日（金）

前後）しますので、応募予定の方は、８月２１日（金）までに送付先をお知らせください。 
 
１４  現地説明会の開催 
      現地説明会を次のとおり開催します。 
      参加希望の方は、７月３１日（金）までに指定申請書等の提出先へご連絡ください。 
      日時 令和２年８月６日（木） １６時から１時間程度 
      場所 富山市角川介護予防センター ２階 軽運動室 
 
１５  事業所税 

この施設は、事業所税の課税対象施設です。 
免税点（資産割は、合計延床面積が１０００㎡以下、従業者割は、合計従業者数が１００人

以下）を超える場合は、指定管理者に課税されることとなります。 
課税金額等の詳細は、市民税課（電話４４３－２０３１）までお問い合わせください。 

 
１６  指定管理者の指定及び協定書の締結 
(1) 指定管理者は、令和２年１２月富山市議会定例会の議決に基づき、指定（決定）されます。 

(2) 指定後、指定管理者となるものにその旨を通知し、告示します。 

(3) 指定後、市との間で協定書を締結します。 

(4) 協定事項及び内容については、指定管理候補者選定後に双方協議して定めます。 

(5) 別添の市作成の協定書に対して変更等を希望される場合は、申請時に「１０ 提出書類」の事

業計画書の所定の欄にその内容を記載してください。 

 
１７  指定管理業務委託料 
      指定期間内の指定管理業務委託料は、予算額以内で毎年度市と協議した額となりますので、

申請時に提出された収支予算書に記載の金額を下回ることがあります。 
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１８  提出書類の取扱い 
      提出書類はお返しできません。また、市の内部及び指定管理候補者選定委員会における検討

に用いるため複写することがあります。 
      情報公開の請求があった場合は、個人情報及び法人等の権利、競争上の地位その他正当な利

益を害するおそれのあるものなどを除き公開することがあります。 
      なお、提出書類のうち「オ  施設管理の基本方針及び事業計画書」については、申請書の提

出先となった窓口において、審査結果とともに、審査結果の通知の日から起算して１４日間公

開します。 
      ただし、指定管理候補者に選定されなかった法人等の名称は公表しません。 
 
１９  監査 
      市の監査委員又は包括外部監査人が必要があると認めるときなどは、指定管理者の公の施設

の管理に係る出納関係事務について監査する場合があります。 
 
２０  様式及び添付資料一覧 

ア 富山市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例及び同条例施行規則 
イ 富山市角川介護予防センター条例及び同条例施行規則 
ウ 富山市角川介護予防センターの管理運営費の直近４年間決算額 
エ 富山市角川介護予防センター管理業務仕様書 
オ 富山市角川介護予防センター管理運営委託業務別仕様書 
カ 富山市角川介護予防センター備品一覧表 
キ 指定管理者指定申請書「様式第１号」 
ク 申立書「様式第２号」 
ケ 施設管理の基本方針 「様式第３号」 
コ 事業計画書 「様式第４号」 
サ 自主事業に関する提案書「様式第５号」 
シ 収益向上に関する提案書「様式第６号」 
ス 指定管理者制度に係る共同企業体協定書「様式第７号」 
セ 暴力団排除に関する合意書関係の書類「様式第８号」 
ソ 富山市角川介護センター管理運営業務に関する基本協定書の案文（リスク分担表、個人情

報の保護に関する取扱い仕様書及び情報セキュリティ特記事項を含む。） 
タ 施設のパンフレット、平面図等（別途、配布します。） 

 
２１  業務引継ぎ 

現在の指定管理者は、指定期間の満了又は指定の取消し等に際し、施設の管理業務が遅滞なく

円滑に実施されるよう、市が定める期間内に、市又は次期指定管理者に対して適正に管理業務を

引継ぐものとします。 
管理業務の引継ぎ方法、日時等については、市と現在の指定管理者及び次期指定管理者におい

て協議の上決定します。 
（引継ぎにおける留意点） 
ア 引継ぎスケジュール 
イ 臨時休館の設定 
ウ 引継ぎに係る経費の負担（原則として指定管理者の負担） 
エ 引継書類の確認 
オ 引継財産の確認（備品、物品を含む。） 
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カ 施設の予約の状況 
キ 施設使用料の授受、預かり金管理の方法 
ク 個人情報の取り扱い、データ管理等 
ケ 引継ぎにおける体制の整備及び責任者の選定 
などについて、協議を行うこととします。 
 
 

お問合せ先 
富山市福祉保健部長寿福祉課（本庁１館西階） 
〒９３０－８５１０  富山市新桜町７番３８号 
電話  ０７６－４４３－２０６１  担当 橋立、水野 
電子メールアドレス tyojyufukusi-01@city.toyama.lg.jp 

7
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富山市角川介護予防センターの管理運営に関する平成２８年度決算額 
 
収入 

科 目 決 算 額（円） 備   考 
利用料金 １４,７７７,３４０  
自主事業 ４８,０５３,９４１  
市補助金及び委

託金 
１２０,０００,０００ 市の負担額 

合計 １８２,８３１,２８１  
  
 ※ 指定管理者の収入である利用料金に記載してありますが、使用料として市の歳

入となるものについては、ここには記載していません。 
 ※ 自動販売機等を設置する場合は、条例で定めている業務以外で使用する行政財

産目的外使用に当たるため市に行政財産目的外使用許可申請書等を提出し、許可

を受けることとなります。 
支出 

科  目 決算額（円） 備  考 
人件費 ８１,０６７,７３７  
水道光熱費 １８,２８４,７５０ ・電気料（面積按分有） 

・上下水道料（使用按分有） 

・下水道料（使用按分有） 

・燃料費（灯油） 

リネン費 １３５,１１１  

保守管理費 １,５２１,８４２ ・消防設備（面積按分有） 

・受電設備保安業務（面積按分有） 

・受水槽（上水）点検業務（面積按分有） 

・ＥＶ等保守点検業務（面積按分有） 

・空気環境測定（面積按分有） 

・建築物衛生管理者選任（面積按分有） 

・受水槽点検業務 

・自動給水ユニット点検（上水・井戸・源

泉・プール補給水） 

・無圧ヒーター点検 

・オイルタンク点検 

・コンピューターソフトリース 

修繕費 １,３４７,４１７  

業務委託費 ３,６９３,９９７ ・一般廃棄物収集運搬処理（面積按分有） 

・清掃業務（共有部分を面積按分） 

・植栽維持管理業務（面積按分有） 

・機械警備業務（面積按分有） 

・受水槽水質検査（12項目） 

・プール水質検査（16項目） 

・レジオネラ検査 

教育研究費 ２９３,９９９  
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広告宣伝費 １９４,５２２  

医薬材料費 １,１４６,７９２ ・プール用塩素 

消耗品費 ２,７４７,９３２  

旅費 １８７,１８０  

郵送費 ６,８１８  

通信費 ４９８,８７０  

バス運営費 ２５,３７１,８３１  

保険料 ２８２,０８０  

租税公課 ７,１１３,３６７ ・消費税 

その他経費 ３３,７６７,２９９ ・管理運営業務に関する指定管理者への事

務手数料等を含む 

その他経費（自主事業

原価） 
４,２２７,５０１  

合計 １８１,８８９,０４５  
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富山市角川介護予防センターの管理運営に関する平成２９年度決算額 
 
収入 

科 目 決 算 額（円） 備   考 
利用料金 １５,３７４,０８０  
自主事業 ５０,０６２,８６３  
市補助金及び委

託金 
１２０,０００,０００ 市の負担額 

合計 １８５,４３６,９４３  
  
 ※ 指定管理者の収入である利用料金に記載してありますが、使用料として市の歳

入となるものについては、ここには記載していません。 
 ※ 自動販売機等を設置する場合は、条例で定めている業務以外で使用する行政財

産目的外使用に当たるため市に行政財産目的外使用許可申請書等を提出し、許可

を受けることとなります。 
支出 

科  目 決算額（円） 備  考 
人件費  ８０,４９８,６４０  
水道光熱費 ２０,４３８,２９６ ・電気料（面積按分有） 

・上下水道料（使用按分有） 

・下水道料（使用按分有） 

・燃料費（灯油） 

リネン費 １４２,０６１  

保守管理費 １,４７５,９５５ ・消防設備（面積按分有） 

・受電設備保安業務（面積按分有） 

・受水槽（上水）点検業務（面積按分有） 

・ＥＶ等保守点検業務（面積按分有） 

・空気環境測定（面積按分有） 

・建築物衛生管理者選任（面積按分有） 

・受水槽点検業務 

・自動給水ユニット点検（上水・井戸・源

泉・プール補給水） 

・無圧ヒーター点検 

・オイルタンク点検 

・コンピューターソフトリース 

修繕費 １,８９６,４０３  

業務委託費 ３,６６５,４５３ ・一般廃棄物収集運搬処理（面積按分有） 

・清掃業務（共有部分を面積按分） 

・植栽維持管理業務（面積按分有） 

・機械警備業務（面積按分有） 

・受水槽水質検査（12項目） 

・プール水質検査（16項目） 

・レジオネラ検査 

教育研究費 ３４,４００  
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広告宣伝費 ５４７,２８８  

医薬材料費 １,０７４,０３０ ・プール用塩素 

消耗品費 ３,１７２,１７１  

旅費 ４２,４１０  

郵送費 ９,２１７  

通信費 ４２１,６７８  

バス運営費 ２４,９７６,３６６  

保険料 ２８５,１００  

租税公課 ６,９７８,４６９ ・消費税 

その他経費 ３４,８６５,１８５ ・管理運営業務に関する指定管理者への事

務手数料等を含む 

その他経費（自主事業

原価） 
３,９８２,９７４  

合計 １８４,５０６,０９６  
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富山市角川介護予防センターの管理運営に関する平成３０年度決算額 
 
収入 

科 目 決 算 額（円） 備   考 
利用料金 １６,１１４,４６０  
自主事業 ４９,４０４,８５５  
市補助金及び委

託金 
１２０,０００,０００ 市の負担額 

合計 １８５,５１９,３１５  
  
 ※ 指定管理者の収入である利用料金に記載してありますが、使用料として市の歳

入となるものについては、ここには記載していません。 
 ※ 自動販売機等を設置する場合は、条例で定めている業務以外で使用する行政財

産目的外使用に当たるため市に行政財産目的外使用許可申請書等を提出し、許可

を受けることとなります。 
支出 

科  目 決算額（円） 備  考 
人件費 ７９,３９２,２４９  
水道光熱費 ２２,１０１,２９０ ・電気料（面積按分有） 

・上下水道料（使用按分有） 

・下水道料（使用按分有） 

・燃料費（灯油） 

リネン費 １３９,４６７  

保守管理費 １,６５８,６７０ ・消防設備（面積按分有） 

・受電設備保安業務（面積按分有） 

・受水槽（上水）点検業務（面積按分有） 

・ＥＶ等保守点検業務（面積按分有） 

・空気環境測定（面積按分有） 

・建築物衛生管理者選任（面積按分有） 

・受水槽点検業務 

・自動給水ユニット点検（上水・井戸・源

泉・プール補給水） 

・無圧ヒーター点検 

・オイルタンク点検 

・コンピューターソフトリース 

修繕費 ２,１４２,０８４  

業務委託費 ３,３９４,８３３ ・一般廃棄物収集運搬処理（面積按分有） 

・清掃業務（共有部分を面積按分） 

・植栽維持管理業務（面積按分有） 

・機械警備業務（面積按分有） 

・受水槽水質検査（12項目） 

・プール水質検査（16項目） 

・レジオネラ検査 

教育研究費 ５７,３８０  
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広告宣伝費 ７６４,５５２  

医薬材料費 １,１２８,３２０ ・プール用塩素 

消耗品費 ２,６２０,６６９  

旅費 ４３,８２０  

郵送費 ７,５６７  

通信費 ５５３,８４７  

バス運営費 ２６,４４２,６５７  

保険料 ２５１,８８０  

租税公課 ６,８２０,０５１ ・消費税 

その他経費 ３３,２６３,０１６ ・管理運営業務に関する指定管理者への事

務手数料等を含む 

その他経費（自主事業

原価） 
４,３１０,９４６  

合計 １８５,０９３,２９８  
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富山市角川介護予防センターの管理運営に関する令和元年度決算額 
 
収入 

科 目 決 算 額（円） 備   考 
利用料金 １６,９０８,６５０  
自主事業 ５０,４５４,２３５  
市補助金及び委

託金 
１２１,０５１,０００ 市の負担額 

合計 １８８,４１３,８８５  
  
 ※ 指定管理者の収入である利用料金に記載してありますが、使用料として市の歳

入となるものについては、ここには記載していません。 
 ※ 自動販売機等を設置する場合は、条例で定めている業務以外で使用する行政財

産目的外使用に当たるため市に行政財産目的外使用許可申請書等を提出し、許可

を受けることとなります。 
支出 

科  目 決算額（円） 備  考 
人件費 ７９,６００,５７４  
水道光熱費 ２３,２７６,２２３ ・電気料（面積按分有） 

・上下水道料（使用按分有） 

・下水道料（使用按分有） 

・燃料費（灯油） 

リネン費 １３６,０９１  

保守管理費 １,７８５,３８７ ・消防設備（面積按分有） 

・受電設備保安業務（面積按分有） 

・受水槽（上水）点検業務（面積按分有） 

・ＥＶ等保守点検業務（面積按分有） 

・空気環境測定（面積按分有） 

・建築物衛生管理者選任（面積按分有） 

・受水槽点検業務 

・自動給水ユニット点検（上水・井戸・源

泉・プール補給水） 

・無圧ヒーター点検 

・オイルタンク点検 

・コンピューターソフトリース 

修繕費 １,２８１,３８１  

業務委託費 ３,５２２,７４０ ・一般廃棄物収集運搬処理（面積按分有） 

・清掃業務（共有部分を面積按分） 

・植栽維持管理業務（面積按分有） 

・機械警備業務（面積按分有） 

・受水槽水質検査（12項目） 

・プール水質検査（16項目） 

・レジオネラ検査 

教育研究費 ０  
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広告宣伝費 ８０１,１６０  

医薬材料費 １,１３２,２０７ ・プール用塩素 

消耗品費 ２,７３７,６３７  

旅費 ６２,１１６  

郵送費 １０,７９２  

通信費 ５５５,４８４  

バス運営費 ２５,７３４,８５９  

保険料 ２５１,８３０  

租税公課 ７,５３６,１７３ ・消費税 

その他経費 ３４,２６５,６７９ ・管理運営業務に関する指定管理者への事

務手数料等を含む 

その他経費（自主事業

原価） 
５,２３９,４６７  

合計 １８７,９２９,８００  
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富山市角川介護予防センター管理業務仕様書 
 

１  施設管理業務に関する事項 

(1) 業務の目的 

生活機能が低下し、近い将来介護が必要となるおそれがある高齢者や日常生活を営むのに支

障があると見込まれる高齢者を対象に要介護状態にならないよう、たとえ要介護状態であって

も悪化しないよう努めとともに、介護予防の必要性を広く市民に周知することを目的とする介

護予防拠点施設である。施設の目的を踏まえ、この仕様書により適切に管理するものとする。 
 

(2) 開館時間 

午前９時３０分から午後９時までとする。ただし、指定管理者は、特に必要があると認める

ときは、市長の承認を得て、臨時にこれを変更することができる。 
 

(3) 休館日 

１２月３０日から１月３日までの日。ただし、指定管理者は、特に必要があると認めるとき

は、市長の承認を得て、臨時にこれを変更することができる。 
 

(4) 使用承認及び使用料の取扱い 

角川介護予防センターで実施する基本事業として、ＱＯＬツアー及び一般利用事業を実施す

る。 
ＱＯＬツアーは、仕様別紙１「ＱＯＬツアー要領」のとおりとする。また、一般利用事業は、

仕様別紙３「一般利用事業実施要領」のとおりとする。 
ＱＯＬツアー及び一般利用事業の利用希望者は、事前に利用申請を行い、指定管理者の承認

を受けなければならない。 

なお、利用料金については、条例で定める額を超えない範囲において、指定管理者が市長の

承認を受けて定めるものとする。 

 

・条例で定める上限額（税込） 

種 別 単位 金額（円） 
運動療法プール、トレーニング室、パワリハ

ビリテーション室、温熱療法室、ヘルスチェ

ックコーナー共通 

1人につき1回 １，５７０円 

1人につき1年 ８８，０００円 

指定管理者は、市の条例及び条例の施行規則に定める基準により、利用料金を減免するもの

とします。 
 
(5) 管理体制（職員配置） 
 

時間帯 人数 主な業務内容等 
８：３０ ～ １７：１５ 
９：３０ ～ １７：００ 
９：３０ ～ １７：００ 

１ 
１ 
７ 

館長業務 
レセプション業務（兼務可） 
指導員業務（プールガード兼務可） 

※ 人数については、最低必要数を記載しています。 
※ (2)の開館時間の範囲を限度に自主事業の実施が可能です。ただし、その場合、開館時間

帯に館長もしくは館長相当職を配置すること。 
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(6) 法令等の遵守 
業務の実施に当たっては、地方自治法、富山市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に

関する条例、富山市角川介護予防センター条例及び同条例施行規則、富山市情報公開条例、富

山市個人情報保護条例、富山市行政手続条例、富山市情報セキュリティポリシー、協定書、仕

様書及び情報セキュリティ特記事項等を遵守することとします。 

 

(7) 個人情報の保護に関する留意事項 
    （一般事項） 

項目及び個人情報を

取扱う業務の名称 
取扱う個人情報の

内容 
取扱いの留意事項及び個人情報の保護に関する

措置事項 
1 個人情報の取扱い

に関する留意事項

の職員への周知 

 

 

2 個人情報が記載し

てある書類等の取

扱い 

 

 

 

3 廃棄 

 

 

施設使用申請者の

住所、氏名 

 

 

 

施設使用申請者の

住所、氏名 

 

 

 

 

施設使用申請者の

住所、氏名 

管理責任者は、管理業務に従事する者に対し、そ

の業務に関わる個人情報の範囲及びその取扱い

に関する留意事項を個別具体的に指示するとと

もに、日常業務において必要に応じ指導する。 

 

市の指示又は承諾があった場合を除き、個人情報

が記録された資料等を複写・複製してはならな

い。但し、事務を効率的に処理するため、指定管

理者の管理下において使用する場合はこの限り

ではない。 

 

個人情報が記載されている書類等の廃棄につい

ては、市に事前に協議の上、第三者の手に渡らな

いよう確実な方法によって処分する。 

 
    （個別事項） 

項目及び個人情報を

取扱う業務の名称 
取扱う個人情報の

内容 
取扱いの留意事項及び個人情報の保護に関する

措置事項 
1 使用申込受付、承

認、使用料徴収業務 

 

 

2 使用者管理 

 

 

3 施設使用状況の掲

示 

 

申請者の住所、氏

名 

 

 

申請者の住所、氏

名 

 

個人使用者の氏名 

取得する個人情報は、申請に必要な事項や減免要

件を確認するために必要な事項のみとし、申請者

以外から取得しない。 

 

担当職員以外は取扱わないこととする。 

 

 

個人が、個人の活動として施設を使用する場合

は、本人の了解なしに、その使用状況を施設の掲

示板等に掲示しない。 

 
(8) 施設の維持管理業務 
※ 業務にかかる所要経費については、別紙「管理運営にかかる決算額」のとおり。 
① 施設の維持管理 
本施設は、富山市角川介護予防センター、中央保健福祉センター、介護保険課（介護認定審

査会室）からなる複合福祉施設です。それぞれの施設管理区分により事業運営を行うこととす

るが、施設の維持管理に係る費用については、管理区分面積及び使用量等により按分するもの
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とする。（指定管理者の施設管理区分については、⑪管理施設及び備品等に示す図面の範囲とす

る。） 
指定管理者は、本施設の一体的な管理を行います。施設及び設備、備品の機能と環境を良好

に維持し、サービス提供が常に円滑に行われるように、以下の事項を踏まえ、施設等の日常点

検、維持管理業務を行うこと。 
なお、事務手続き及び面積按分、費用負担については、個別仕様書１を参照すること。 

 
（施設内の他施設の概要） 
施設名 業務 勤務時間 休業日 

中央保健福祉センター 

・各種健康診査 

・訪問指導 

・栄養相談、指導 

・福祉関する相談等 

８時３０分～ 
１７時１５分 

但し、業務によって執

務することがある。 

土、日曜日 
国民の祝日 
12月29日～1月３日 

介護保険課 
（認定調査） 
（認定審査会） 

・訪問調査 
・一次審査 
・二次審査等 

８時３０分～ 
  ２１時００分 

但し、業務によって執

務することがある。 

土、日曜日 
国民の祝日 
12月29日～1月３日 

 
② 設備類管理業務 
 ア 自家用電気工作物保安管理業務 

・電気事業法その他の関係規定に基づき、自家用電気工作物の保安管理を実施すること。 
・自家用電気工作物の概要は以下のとおり。 
※需要設備（容量８００kva受電電圧3φ３Ｗ 6,600V 60HZ）屋外型キュビクル式、2
階屋上に設置 

※防災非常用発電装置（定格容量108kva 定格電源電圧3φ３Ｗ 220V 60HZ）屋外パ

ッケージ型 2階屋上に設置 
  項目 内容 

受

変

電

設

備 

区分開閉器 7.2KV3P200A ＤＧＲ付き 

引き込み設備 構内柱等（ＣＰ14ｍ500Ｋｇ） 

断路器・母線・変成器類 ＤＳ・ＫＩＰ線・変圧器（油式） 

遮断器・開閉器・保護継電器 ＤＳ・ＶＣＢ・ＬＢＳ・ＶＣＳ 

変圧器・コンデンサー・リアクトル 
TR1φ100KVA2台・3φ300KVA1台 

C3φ75KVAR2台・R3φ6％2台 

受電盤・制御回路 OCR・APFC・KW・F・A・V 

構内電線路・ケーブル EM-CETケーブル 

接地設備 EA・ＥＢ・ED×2・Ｐ・C 

受電設備（キュビクル式） 屋外型7面体 
負

荷

設

備

そ

の

他 

低圧配線・器具・配分電盤 分電盤7面・制御盤3面 
低圧電動機 ポンプ等 
照明器具 蛍光灯・放電灯・ＬＥＤ灯 
設備機器 空調機・換気扇 
その他機器 電気温水器等 
防災非常用発電機 屋外型ﾊﾟｹｰｼﾞ式3φ3W220V（108KVA) 
太陽光発電装置 3KW 屋上に設置 
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イ 設備管理業務  個別仕様書２参照 
ウ 消防設備保守点検業務 
・ 消防法その他の関係規定に基づき、消防設備の保守点検を実施すること。 
・ 消防設備の一覧は、次のとおり。 

 
消防設備保守点検業務一覧表 

項 目 詳   細 
数  量 

角川介 
護予防 

中央保 
健福祉 

介護認 
定審査 

全体 

消火器具 消火器ＡＢＣ粉末１０型 １０ ５ １ １６ 
屋内消火栓 屋内消火栓ポンプ（7.5kw）   １ １ 

受水槽 地下コンクリート製 
      （水量 ６㎥） １   １ 

消火水栓ボックス ７ ３ １ １１ 
自動火災報知器

設備 
副受信機ＧＲ型 120点用 １   １ 
熱感知器 差動アナログ式スポット型 ３３ ４１ ６ ８０ 
熱感知器 定温アナログ式スポット型 ２７ ４ １ ３２ 
煙感知器 光電アナログ式スポット型 １１ ６ ２ １９ 
熱感知器 定温アナログ式スポット型 
         （特殊１５０℃） １   １ 

発信機ＧＲ型１級 ７ ３ １ １１ 
自動閉鎖装置（シャッター用） ３ ５  ８ 
受信機GR型（５１０）  １  １ 

火災通報装置 消防への通報電話 １ １  ２ 
非常放送設備 非常放送（３６０W）２０局  １  １ 

非常リモコン（２０局用） １   １ 
天井埋込形スピーカー（Ｌ級） ５２ ４２ １１ １０５ 
ホーン形スピーカー ７   ７ 
天井露出形スピーカー（Ｌ級） ４   ４ 
音量調節器（ボリュームスイッチ） １１ １０ ６ ２７ 

誘導灯設備 避難口誘導灯（ＢＨ型） １０ ４ ３ １７ 
通路誘導灯（ＢＨ型） ４ １  ５ 

非常電源（自家

発電設備） 
屋外型パッケージ式3φ3W220V 

（108KVA） １   １ 

変電設備 屋外型キュビクル式受電設備 
（容量 800KVA） １   １ 

 
エ エレベーター保守点検業務 
ⅰ 機種及び台数  （乗用）三菱機械室レスエレベーター（UCMP付）VFGL－JAZ）

２停止 １台 
ⅱ 保 守 点 検   エレベーターを安全かつ良好な運転状況を保持するため、定期的

に点検調整を実施する。 
ⅲ 定期検査（法定検査） 年1回実施すること。 
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オ 自動ドア保守点検業務 
ⅰ 台  数  2台 
ⅱ 保守点検  年1回以上実施すること。 

 
③ 清掃・環境整備業務 

施設の良好な環境衛生、美観の維持に心がけ、安全かつ快適な空間を保つために個別仕様

書３を参照に業務を実施する。 
清掃・植栽管理業務の実施は、計画的に実施し、利用者の妨げにならないように配慮し、

丁寧な清掃等により破損箇所等の発見にも努める。 
   ア 日常清掃 
     管理区域内は、日常的に清掃を行い、施設、備品、器具等が常に清潔な状態に保たれる

ようにする。清掃回数等の条件は、利用頻度に応じて適切に設定する。特に便所等の水周

りは、衛生面に留意し、消耗品は、常に補充された状態とする。 
   イ 定期清掃 
     管理区域内で、日常清掃では、実施しにくい箇所の清掃を確実に行うため、必要に応じ

て定期清掃を実施する。 
   ウ 廃棄物処理 
     管理区域内から発生する廃棄物は、可能な限り資源化して発生の抑制に努め、適切に処

理する。 
   エ 外構・植栽管理 
     施設の景観を保持するため敷地内の外構や地面の清掃、付属物の維持管理、屋外の芝生、

樹木及び草花（壁面緑化並びに屋上緑化）等の管理を行う。樹木等の管理にあたっては、

散水、施肥、薬剤散布、剪定、刈り込み、除草等を計画的に行い、適切な状態を維持し、

枯損したときは復元する。業務の実施にあたっては、施設の利用に影響しないよう実施す

る。 
 

④ リネン管理業務 
ア 足ふきマット等の取替え業務 

-１ 足ふきマットを賃借し、ロッカールーム、脱衣室等必要箇所に配置すること。 
-２ 足ふきマットをプールゾーンへの通路、脱衣室等必要箇所に配置すること。 

イ リネン類在庫等管理業務 
リネン類の在庫管理を常時行い、不足のないよう注意すること。不足の場合には、同様

の品質規格のリネンを新たにリースすること。 
 

⑤ 保安警備業務 
本施設内及び敷地内の防犯、防火、防災に万全を期すとともに、利用者が安心して利用で

きる環境確保のため保安警備を行う。 
侵入者、不審者等を発見したときは、適切に対応する。閉館時間には、戸締、消灯等の確

認、各所の異常の有無の確認及び火災予防点検を行う。 
なお、夜間及び休業日の警備については、原則として機械警備方式とする。複合福祉施設

であるため、開館時間、休業日が異なることから、機械警備については、富山市角川介護予

防センターが施設全体を管理することとし、必要な費用については、按分するものとする。 
 

⑥ 衛生、安全確保業務 
ア プール水については、厚生労働省通達「遊泳用プールの衛生基準」に規定する検査を実
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施し、基準に合致する水質を確保しなければならない。なお、遊離残留塩素濃度検査につ

いては、概ね２時間に１回実施・記録し、基準に合致する水質を確保すること。 
イ プールサイドの適切な箇所に必要な監視員を配置し、利用者の安全を確保するとともに

異常発生時には、迅速かつ的確に対応すること。なお、監視員は、プール内での救助活動

ができる技術を有するものであること。 
ウ 温泉水を使用する設備については、法令の定める水質基準を確保しなければならない。 
エ 足湯については、事故防止及び衛生管理のため、浴槽には、営業時までに給湯し、終了

時には、排水すること。また、営業中は、常に温泉をかけ流し、安全・衛生管理体制を行

うこととする。 
 
⑦ 駐車場管理業務 

   ア 警察と連携し、駐車場での置引き等犯罪行為の防止を図ること。また、夜間駐車場は、

車の進入を防ぐため施錠すること。 
   イ 混雑防止のため、利用者の不快感を低減するために案内看板の設置や車両誘導等を実施

すること。 
   ウ 雪が降っても利用者が快適に利用できるよう、駐車場の除雪を実施すること。特に、高

齢者や身体障害者の来館に支障のきたすことのないよう注意すること。 
 
⑧ 備品管理業務 

    ア 指定管理者は、使用する富山市の備品について、善良な管理者の注意をもって管理にあ

たり、次の点に留意すること。 
    ・ 備品の数量、使用場所、使用状況等を把握すること。 
    ・ 本来の用途に供することができない場合は富山市に報告し、その指示があるまで当該

備品を適正に保管すること。 
    ・ 亡失又は損傷があった場合は直ちに富山市に報告すること。 
    ・ 指定管理期間終了日に、現状に復すこと。 

イ 備品について、事前に富山市に協議のうえ承認されなければ、次のことを行ってはなら

ない。 
・ 他の用途に使用すること。 
・ 加工・改良を加えること。 
・ 第三者に貸与又は譲渡すること。 

 
(9) 修繕費の取扱い 

当施設において生じる修繕費は年間１８０万円を見込んでおり、これを管理委託料に含める

こととする。このほか、1 件あたり５０万円を超える修繕が必要となった場合や、年間見込額

を超える場合については、市と事前協議の上、対応することとする。 

 

(10) 安全管理及び緊急時対応に関する留意事項 

事故や災害時等においては、迅速かつ的確に情報を伝達するとともに対応できる体制を確立

すること。 
事故が発生した場合は、被害者の救済、保護などの応急処置を講じる他、状況に応じて関係

機関に連絡を取り対処すること。重大な事故については直ちに書面で市に報告し、その指示に

従うこと。 
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(11) 管理施設及び備品等一覧 

別紙 管理施設図（施設管理区域）のとおり 
別紙 備品一覧のとおり 

 
２  施設管理業務以外の事業に関する事項 

(1) 利用者、住民等から苦情があった場合は適切な対応を行うとともに、その内容を速やかに富

山市へ報告すること。 

(2) 洪水時の指定緊急避難場所の運営を行うこと。（個別仕様書４参照） 

 
３ 自主事業の実施 

条例で規定する業務の目的にあった事業とし、積極的に提案すること。 
(1) 介護予防に関する研修会･講演会などの事業 

(2) 生活改善、メンタルヘルス、更年期障害、痛みの緩和などを対象とした事業 

(3) 介護予防の相談及び情報提供に関する事業 

(4) 介護予防の指導者の育成及び支援に関する事業 

(5) パーソナルストレッチ、温熱療法室等で行う個別改善事業 

(6) 前号に掲げるもののほか、設置目的の達成や利用促進に必要な事業 
 
４  その他 

(1) 保険の加入 

現在、市が加入している全国市長会市民総合賠償補償保険では、指定管理者も引き続き被保

険者となる。 
 
・全国市長会市民総合賠償補償保険の概要 
本保険は、市の国家賠償法、民法上の損害賠償が生じたことによって被る損害に対して保険金

を支払うもの。 

具体的には、➀被保険者（市）が所有、使用、管理する自治体施設の瑕疵（欠陥） 

        ②被保険者（市）が所有、使用、管理する自治体施設の管理業務遂行上の過失 
        ③被保険者（市）の自治体業務遂行上の過失 
        ④被保険者（市）が福祉施設（医療施設を除き介護保険施設を含みます。）、保養

施設並びに放課後こどもプラン（学校管理下の場合を除きます。）一時保育お

よび学童保育において生産販売または提供する自治体生産物 
に起因して、住民等第三者の生命若しくは身体を害し（身体障害）、又は財産を滅失、き損もしく

は汚損（財産損壊）した場合において、被保険者（市）に法律上の賠償責任が生じたことによっ

て被る損害について保険金を支払うもの。 
 
てん補限度額は、次のとおりで、免責金額なし。 
身体賠償 1人につき 5,000万円 

1事故につき 5億円 
財物賠償 1事故につき 1,000万円 

 

(2) 市等の優先使用に対する取扱い 

市民交流ホール及び軽運動室は、共有スペースとして富山市中央保健福祉センター並びに富

山市介護保険課において、イベントや講習会等において使用します。 
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仕様別紙１ 
 

ＱＯＬツアー要領 

 

１ 概念   

超高齢社会を明るく活力あるものとするためには、高齢者の生活機能の低下を予防し、要介護状態に

ならないよう、また、できる限り健康で活動的な生活を送ることが重要です。 
富山市角川介護予防センターでは、要支援、事業対象者、虚弱高齢者および将来の要介護状態を予防

する必要がある方を対象とした介護予防のための各種講座・教室を開催します。このため、医師などに

より利用者一人ひとりの筋力や歩行能力、血圧などを測定したうえで総合評価を行い、状態に応じた介

護予防運動メニューを作成・実施するものです。 
介護予防を目的とし、高齢者自身が、「活動参加の楽しさ」、「外出の楽しさ」、「活動的な日常生活」、

「身体活動量の向上」、｢交流の促進｣により生活の質（ＱＯＬ）の向上を図るものです。 
 

２ ＱＯＬツアーの種類と回数 

1 ＱＯＬツアーは、「ＱＯＬツアー体験型」と「ＱＯＬツアー３ヶ月コース」の２種類を実施する。 

2 ＱＯＬツアー体験型は、１ヶ月（週１回、延べ４回）とする。 

3 ＱＯＬツアー３ヶ月コースは、３ヶ月（週２回、延べ２４回）とする。 

 

３ 対象者 

 1 介護保険認定において、要支援１、要支援２の認定を受けた者 

 2 事業対象者 

 3 虚弱高齢者 

 4 介護予防が必要と認められる者 

 

４  ＱＯＬツアーの概略 
 1 募集    市内包括支援センター区域ごとに告知・募集を行う。 
 2 申請    利用者は、利用申請及び健康調査書の提出を行う。 
 3 評価・登録 医師及び専門スタッフにより、利用の適正を評価し、利用者に決定（登録）を通知す

る。 
4 利用        ① 送迎バスにて集合場所から富山市角川介護予防センターへ移送する。入館手続後、

更衣、測定。 
        ② 介護予防評価（※１）（以下「ＱＯＬチェック」という。）により、ツアー内容の

決定、利用者にツアー内容・実施方法の説明。 
（※1）ツアー参加は、介護予防評価基準表（仕様別紙２別表１）に基づく測定を行う。 

        ③ ＱＯＬチェックにより、利用者の体力、状況によりグループ分け（※２）。 
（※2）安全管理及び効果的なサービスの提供のため、介護予防評価プラン基準フロー

（仕様別紙２別表２）により、グループ分けを行う。 
        ④ 利用者は、ＱＯＬチェックにより実施するサービス（※３）の教室に参加。 

（※3）実施するサービスの教室は負荷強度別に４区分に分類し、実施教室一覧（仕様
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別紙２別表３）及びプランに基づく該当教室（仕様別紙２別表４）のとおりとす

る。 
   利用時間は、入館から退館までを概ね２～３時間とする。 

        ⑤ 更衣後、退館手続（次回の利用案内）後、送迎バスにて移送。 
 
５  実施サービスの詳細 
  実施するサービスの教室は１６種類に分類され、実施する教室の内容（トレーニング）については、

市が作成した運動マニュアルにより実施するものとする。 

1 パワーリハビリテーション 
① 教 室 名：パワーリハビリテーション教室（実施場所：パワーリハビリテーション教室） 

    運 動 強 度：最大強度の３０％～５０％ 
    趣   旨：老化や器質的障害により低下した身体的・心理的活動性を回復させ、自立性の向

上とＱＯＬ （クオリティ・オブ・ライフ）の高い生活への復帰を目指す。 

    目的と方針：老化によって現れる「歩くのが遅くなった」、「身動きがぎこちない」などの動作

性の低下を改善し、行動全体が活発になることを目指す。 

準備運動→個人の体力に合わせた負荷を選定し、６種のマシントレーニング→ス

トレッチ・クーリングダウン 

    実 施 内 容：準備体操（５分）、本運動（３０分）、整理体操（５分） 

 

2 スタジオ 

① 教 室 名：腰痛対策 教室（実施場所：トレーニング室、スタジオ） 

    運 動 強 度：３０％ 

    趣   旨：加齢に伴い低下する体幹部・大腿部の筋力、姿勢の悪化を矯正し、腰痛の予防・

重症化を緩和する。 

    目的と方針：バランスディスク、バトン、椅子を使用し効果的に体幹部・大腿部の筋力強化、

姿勢の改善を行う。 

    実 施 内 容：準備体操（２分）、本運動（１０分）・集団でのゲーム的活動（１０分）、整理

体操（３分） 

 

② 教 室 名；肩痛対策 教室 （実施場所：トレーニング室、スタジオ） 

    運 動 強 度：最大強度の３０％ 

    趣   旨：肩の関節の可動域の改善、姿勢の改善を行う。 

    目的と方針：バランスディスク、バトン、椅子を使用し効果的に肩関節周囲の柔軟性と筋力強

化、姿勢の改善を行う。 

    実 施 内 容：準備体操（２分）、本運動（１０分）・集団でのゲーム的活動（１０分）、整理

体操（３分） 
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③ 教 室 名：膝痛対策 教室 （実施場所：トレーニング室、スタジオ） 

     運 動 強 度：最大強度の３０％ 

     趣   旨：膝の関節の可動域の改善、歩行機能の維持、向上、姿勢の改善を行う。 

     目的と方針：バランスディスク、バトン、椅子を使用し効果的に膝関節周囲の柔軟性と筋力強

化、姿勢の改善を行う。 

     実 施 内 容：準備体操（２分）、本運動（１０分）・集団でのゲーム的活動（１０分）、整理

体操（３分） 

 

④ 教 室 名：陸上きときと 教室 （実施場所：トレーニング室、スタジオ） 

     運 動 強 度：最大強度の５０％ 

     趣   旨：大関節の可動域の維持向上、歩行機能の向上、持久力の維持、姿勢の維持・向上

を行う。 

  目的と方針：バランスボール、バトン、椅子を使用し効果的に膝関節周囲の柔軟性と筋力強化、

姿勢の改善を行う。 

     実 施 内 容：準備体操（２分）、本運動（２０分）、整理体操（３分） 

 

3 プール 

① 教 室 名：水中ウォーキング教室Ａ、Ｂ、Ｃ （実施場所：運動療法プール ｳｫｰｷﾝｸﾞｿﾞｰﾝ） 

     運 動 強 度：最大強度の３０％、４０％、５０％ 

     趣   旨：加齢に伴い低下する歩行能力、転倒回避能力、日常の階段の上り下りなどの移動

動作を行う基礎体力を維持・強化する。 

     目的と方針：浮力、粘性、温熱など水の特性を活用し、効果的に心肺機能・筋力・筋持久力・

バランス能力の維持向上を行う。 

          ウォーキングコース上に設置した、左右のカーブを利用し、バランス能力の維持・

強化を図り、日常生活におけるウォーキングの習慣化を意図する。 

     実 施 内 容：準備体操（２分）、心拍数を徐々にあげるウォーキング（５分）、バランス能力

を養う変形ウォーキング（３分）、下肢筋力を強化するウォーキング（３分）、

整理体操（２分） 

 

② 教 室 名：椅子運動 教室 （実施場所：多機能温泉プール・椅子運動部） 

     運 動 強 度：最大強度の３０％ 

     趣   旨：比較的下肢筋力が低下した方を対象に、歩行能力、転倒回避能力、日常の階段の

上り下りなどの移動動作を行う基礎体力を維持・強化する。 

     目的と方針：浮力、粘性、温熱など水の特性を活用し、股関節、膝関節の可動域を維持・改善

する。また基礎的な下肢筋力、体幹部筋力の維持・改善を行う。 

     実 施 内 容：痛みの確認と準備体操（３分）、股・膝関節の運動（５分）、股・膝関節、体幹

の持続的な運動（５分）、整理体操（２分） 
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③ 教 室 名：腰痛対策 教室 （実施場所：運動療法プール） 

     運 動 強 度：最大強度の３０％ 

     趣   旨：加齢に伴い低下する体幹・大腿部の筋力、姿勢の悪化を予防し、腰痛の予防・重

症化を緩和する。 

     目的と方針：体幹、大腿部の筋力の維持・向上、腰痛を発生させる可能性のある姿勢の改善を

目的として、不感温度帯の水温で水の物理的特性を活用し、特に大容量の水流を

負荷抵抗として快適かつ効果的で長期継続する気持ちになるサービスを提供す

る。 

     実 施 内 容：入水時のバイタル測定（２分）、水流を使用した下肢、体幹部の運動（１２分）、

整理体操（１分） 

 

④ 教 室 名：肩痛対策 教室 （実施場所：運動療法プール） 

     運 動 強 度：最大強度の３０％ 

     趣   旨：肩の関節の可動域の改善、姿勢の改善により、肩こりの緩和・予防を図る。 

     目的と方針：肩甲帯、体幹部の筋力の維持・向上、肩痛を発生させる可能性のある姿勢の改善

を目的として、不感温度帯の水温で水の物理的特性を活用し、特に大容量の水流

を負荷抵抗として快適かつ効果的で長期継続する気持ちになるサービスを提供

する。 

     実 施 内 容：入水時のバイタル測定（２分）、水流を使用した肩甲帯、体幹部の運動（１２分）、

整理体操（１分） 

 

⑤ 教 室 名：膝痛対策 教室 （実施場所：：運動療法プール） 

運 動 強 度：最大強度の３０％ 

趣   旨：加齢に伴い低下する大腿部、下腿部の筋力、関節可動域の悪化を予防し痛みを緩

和する。 

目的と方針：膝、股、足関節の可動域の悪化の予防を目的として、不感温度帯の水温で水の物

理的特性を活用し、特に大容量の水流を負荷抵抗として快適かつ効果的で長期継

続する気持ちになるサービスを提供する。浮力、粘性、温熱など水の物性を活用

し、痛みを感じず、安全かつ効果的に大腿部下腿部の筋力強化を行う。 

実 施 内 容：入水時のバイタル測定（２分）、水流を使用した足、股、足関節の運動（１２分）、

整理体操（１分） 

 

⑥ 教 室 名：パワージェット 教室 （実施場所：運動療法プール） 

運 動 強 度：最大強度の５０％ 

趣   旨：加齢に伴い低下する腹筋・大腰筋・大腿筋の筋力を維持・強化を図る。 

目的と方針：水の物性を活用し、心肺機能・筋力・筋持久力・バランス能力の維持向上を行う。

水中における基本姿勢を習得し、立位の重心コントロールを行い、体幹の深層筋

を強化し、転倒予防を養う。 

実 施 内 容：入水時のバイタル測定（２分）、水流を使用した全身の運動（１２分）、整理体

操（１分） 
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4 温熱療法 

① 教 室 名：温熱療法 教室 ドライ（実施場所：温熱療法室ドライ） 

温熱負荷 ：温熱可能 

     趣   旨：加齢に伴い低下する自律神経機能、代謝機能を中程度の温熱刺激を活用し、維持・

強化する。 

目的と方針：熱気を熱媒として使用し、自律神経への刺激として活用する一方、からだの中核

体温を上昇させ、温熱刺激による代謝の活性化、加齢に乱調するサーカディアン

リズムを調整する。 

実 施 内 容：バイタル測定（２分）、説明・案内（１分）、加温（５分）シャワーを使用した

冷却（２分） 

 

② 教 室 名：温熱療法 教室 ウェット（実施場所：温熱療法室ウェット） 

温熱負荷 ：ハマム可能 

     趣   旨：加齢に伴い低下する自律神経機能、代謝機能を低負荷の温熱刺激を活用し、維持・

強化する。 

     目的と方針：輻射熱を使用し、自律神経への刺激として活用する一方、からだの中核体温を上

昇させ、温熱刺激による代謝の活性化、加齢に乱調するサーカディアンリズムを

調整する。 

実 施 内 容：バイタル測定（２分）、説明・案内（１分）、加温（２０分/１０分）シャワー

を使用した冷却（２分） 

 

③ 教 室 名：温熱療法 教室 エアロゾル（実施場所：エアロゾル室） 

温熱負荷 ：エアロゾル可能 

    趣   旨：加齢に伴い低下する自律神経機能、代謝機能を正常化する。 

    目的と方針：半暗所の３０℃の恒温環境下で仰臥位となり安静な状態を保ちながらエアロゾル

による刺激で、自律神経機能の正常化、サーカディアンリズムの調整を行う。 

実 施 内 容：バイタル測定（２分）、説明・案内（１分）、エアロゾル吸入（２０分）、退室

（１分） 
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5 屋外気候療法ウォーキングコース 

① 教 室 名：気候療法ウォーキング 教室Ａ・Ｂ・Ｃ 

（実施場所：屋外気候療法ウォーキングレーン） 

    運 動 強 度：最大強度の３０％・４０％・５０％ 

     趣   旨：加齢に伴い低下する歩行能力、転倒回避能力、日常の階段の上り下りなどの移動

動作を行う基礎体力を維持・強化する。 

          変化する気候の要素を活用し、風、日陰と日向を利用して、自律神経への刺激を

付与し、サーカディアンリズムを調整する。 

    目的と方針：ウォーキングコースに設置した上り坂と下り坂、不陸部、左右のカーブを利用し

バランス能力の維持・強化を図る。ウォーキング活動による効果的に心肺機能・

筋力・筋持久力・バランス能力の向上を行う。 

          手首式血圧測定器を使用し、開始前、運動中、終了後の血圧測定し、運動による

自己バイタルの変化を習得する。 

    実 施 内 容：歩行姿勢の説明と準備運動（５分）、心拍数を徐々に上げるウォーキング 

（５分）、下肢筋力を強化するウォーキング（３分）、整理体操（２分） 
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仕様別紙２　別表１

一般利用 低強度利用 要観察利用 利用見合わせ

収縮期血圧測定 140mmHg未満 160mmHg未満

拡張期血圧測定 90mmHg未満 100mmHg未満

心拍数測定 60～90bpm 60～90bpm

筋力 立上りテスト 下肢筋力の評価 18回以上 13回以上 概ね5回以上
0回でかつ下肢の大きな運

動器障害がある

Timed "Up & Go" 総合的歩行能力の評価 8秒未満 10.0秒未満 15秒未満
15秒以上でかつ歩行機能

に大きな障害がある

5ｍ歩行速度（追加項目） 歩行能力の評価 4.5秒未満 7.5秒未満 10.0秒未満
10秒以上かつ歩行機能に

大きな障害がある

姿勢保持機能 ﾌｧﾝｸｼｮﾅﾙﾘｰﾁ 姿勢保持機能の評価 35cm以上 30cm以上 30cm未満 できない

医療機関の利用状況

その理由と病名

服用している薬

医師からの指示

既往症

脳卒中・心臓病

しびれの有無

めまいの有無

睡眠の質

歩行スピード

定期的な身体活動の実施状況

痛みの有無

その部位

歩行速度遅い、歩行障害ありの場合、医師の判断を仰ぐ。

週５エクササイズ（※２）以下の場合、医師及びスタッフの判断を仰ぐ。

痛みありの場合、医師の判断を仰ぐ。

医師の判断を仰ぐ。

指示ありの場合、医師の判断を仰ぐ。

既往症ありの場合、医師の判断を仰ぐ。

ありの場合、医師の判断を仰ぐ。

ありの場合、医師の判断を仰ぐ。

ありの場合、医師の判断を仰ぐ。

ＰＳＱＩ（※１）が5.5以上の場合、医師の判断を仰ぐ。

（※１）

（※２）
厚生労働省より発表された「健康づくりのための運動指針２００６－生活習慣病予防のために－
〈エクササイズガイド２００６〉に基づく

Pittsburgh Sleep Quality Index(PSQI)。睡眠の質を評価するための18項目から構成される自記
式質問票。睡眠の質、睡眠時間、入眠時間、睡眠効率、睡眠困難、睡眠導入剤の使用、日中の眠
気などによる日常生活への支障といった7つの要素からなる。回答をそれぞれ0～3点でスコア化
し、合計スコア(0～21点)を算出・評価する。得点が高いほど睡眠が障害されていると判断する。

グループ化基準

収縮期160mmHg以上、又は
拡張期100mmHg以上で医師
の判断で利用可能と評価し
た方

収縮期180mmHg以上、又は
拡張期110mmHg以上で医師
の判断により利用が不可能
と評価した方

利用ありの場合、医師の判断を仰ぐ。

医師の判断を仰ぐ。心循環器系疾患に対する服薬歴に注意して判断する。

服用ありの場合、医師の判断を仰ぐ。

分野 項目

運動暦 グループ区分 自己記入式質問票

痛み
安全管理・
グループ区分

自己記入式質問票

運動適正・安全性 実測

介 護 予 防 評 価 基 準 表

自己記入式質問票

体調

病歴

名称 評価目的 測定方法

病歴・既往症 安全管理

歩行機能体力 実測

バイタル 循環器機能
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仕様別紙２　別表２

測定評価 区分 概要 運動強度設定 温熱負荷強度

医師意見書依頼

医師意見書の検討

利用者への依頼

医師意見書の提出

医師意見書の作成

利用者から医師への依頼

現状大きな体力低下、サルコペニアは見られず、既往はないが、収縮期/拡張期の血圧が100/60mmHg
未満を示し、運動・温熱の刺激をに対する耐性に疑いがあり適度な運動療法、温熱療法のリスクは
ないと評価できない。将来の低下予防のために、注意しながら安全かつ効果的な範囲での適度な運
動療法、温熱療法を提供する。

ウェットサウナ
40℃（10分以内）

エアロゾル
30℃

体力低下、サルコペニアの傾向がやや見られるが、適度な運動に対する耐性はある。温熱刺激への
耐性に疑いがあり、熱の刺激を避ける必要がある。将来の低下予防のために、安全かつ効果的な範
囲での運動療法、温熱療法を提供する。

要相談

Ａ
低血圧対応可能

体力低下、サルコペニア、バイタルに異常はないが既往が見られ、年齢的に、かつ/または運動療
法、温熱療法に対するリスクが評価できない。収縮期/拡張期の血圧が100/60mmHg未満を示し当面監
視しながら安全かつ効果的な範囲での適度な運動療法、温熱療法を提供する。

最大強度の30％ 要相談

体力低下がみられ、サルコペニアの傾向がある。バイタルに異常はないが既往が見られるため運
動・温熱の負荷を厳密にコントロールしなければ事故につながる可能性が高い。現状の身体機能低
下の予防のために、監視しながら安全かつ効果的な範囲での適度な運動療法、温熱療法を提供す
る。

ドライサウナ
60℃

ドライサウナ
60℃

ウェットサウナ
40℃

要相談

ウェットサウナ
40℃

ウェットサウナ
40℃（10分以内）

体力低下、サルコペニア、バイタルに異常はないが既往が見られ、年齢的に、かつ/または運動療
法、温熱療法に対するリスクが評価できない。当面監視しながら安全かつ効果的な範囲での適度な
運動療法、温熱療法を提供する。

エアロゾル
30℃

最大強度の50％

最大強度の40％

現状大きな体力低下、サルコペニアは見られず、バイタルにも異常く、既往もない。運動・温熱の
刺激をに対する耐性は高く、適度な運動療法、温熱療法のリスクはないと評価できる。将来の低下
予防のために、安全かつ効果的な範囲での運動療法、温熱療法を提供する。

現状大きな体力低下、サルコペニアは見られず、バイタルにも異常く、既往もないため運動・温熱
の刺激をに対する耐性はあり適度な運動療法、温熱療法のリスクはないと評価できる。将来の低下
予防のために、安全かつ効果的な範囲での運動療法、温熱療法を提供する。

現状大きな体力低下、サルコペニアは見られず、バイタルにややリスクが見られ、運動・温熱の刺
激をに対する耐性に疑いがあり適度な運動療法、温熱療法のリスクはないと評価できない。将来の
低下予防のために、注意しながら安全かつ効果的な範囲での適度な運動療法、温熱療法を提供す
る。

現状大きな体力低下、サルコペニアは見られず、収縮期/拡張期の血圧が100/60mmHg未満を示してい
るものの安定しおり、運動・温熱の刺激をに対する耐性はあり適度な運動療法、温熱療法のリスク
はないと評価できる。将来の低下予防のために、安全かつ効果的な範囲での運動療法、温熱療法を
提供する。

現状大きな体力低下、サルコペニアは見られず、バイタルにも異常はないが、温熱の刺激をに対す
る耐性に関してはやや注意を要する。適度な運動療法、温熱療法のリスクはないと評価できる。将
来の低下予防のために、安全かつ効果的な範囲での運動療法、温熱療法を提供する。

現状大きな体力低下、サルコペニアは見られず、バイタルにも異常はないが、既往があるため運
動・温熱の刺激をに対する耐性に疑いがあり相当な周囲を要する。適度な運動療法、温熱療法のリ
スクはないと評価できない。将来の低下予防のために、注意しながら安全かつ効果的な範囲での適
度な運動療法、温熱療法を提供する。

Ｂ
ハマム短時間可能

最大強度の50％

最大強度の50％

最大強度の40％

最大強度の50％
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Ｄ
温熱可能

主治医

Ｃ
温熱可能

　
　
　
　
　
Ｑ
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用
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身
 
体
 
機
 
能
 
測
 
定

Ｂ
ハマム可能

Ｂ
エアロゾル可能

Ｃ
低血圧対応

Ｃ
ハマム可能

利用者への依頼

Ａ
エアロゾル可能

Ａ
ハマム短時間可能

Ｂ
低血圧対応

事前評価測定

判定結果

最大強度の40％

　
　
　
　
　
健
康
調
査
書
に
よ
る
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ

　
　
　
　
　
医
師
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ

週一回実施する総合カンファレンス
（構成メンバー：医師、看護師、館
長/館長代理、ディレクター）におい
て事前の４調査による総合的な判定
を行う。

主治医の意思意見書の
提出要請

最大強度の40％

最大強度の30％

最大強度の30％
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仕様別紙２ 別表３

現状　実施教室一覧

〈実施場所〉 〈教室名称〉

55% 50% 40% 30%

※　運動強度設定：運動実施中の運動の強さを表す指標

〈設定運動強度〉

アクアきときと　教室

ハインツメソッド50%

膝痛対策　教室

13 パワージェット

16 ハインツメソッド30%

18

{[（220－年齢）－安静時心拍数]×所定の運動強度％}＋安定時心拍数

24 気候療法ウォーキング　教室　C

12

実施項目

カルボーネン法に基づいた強度設定

ハインツメソッド40%

22 温熱療法　教室　エアロゾル

15

Ｅ

5 陸上きときと　教室

14

屋外気候療法ウォーキングレーン

19 うごきの教室

21 温熱療法　教室　ウエット

Ｄ 温熱療法室 20 温熱療法　教室　ドライ

23 気候療法ウォーキング　教室　ＡB

17 代謝活性　教室

11 肩痛対策　教室

9 椅子運動　教室

10 腰痛対策　教室

7 水中ウォーキング　教室Ｂ

8 水中ウォーキング　教室Ｃ

3 肩痛対策　教室

4 膝痛対策　教室

パワリハビリテーション　教室

Ｃ 運動療法プール 6 水中ウォーキング　教室Ａ

Ｂ トレーニング室 2

A パワリハビリテーション室 1

腰痛対策　教室

31



仕様別紙２　別表４

パワリハ

評価 運動強度 設定運動強度

区分 グループ 実施運動強度

Ｄ 高めの体力 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

Ｃ 通常体力 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

Ｂ 低体力 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

Ａ 要観察 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

※運動強度グループにおける体力に関する表記は、介護予防活動を前提とした表記であり、一般的な体力レベルの評価基準とは異なる。

● ● ● ●

● ● ●

● ●

●

スタジオ

水中ｳｫｰｷﾝ
ｸﾞ教室Ａ

水中ｳｫｰｷﾝ
ｸﾞ教室Ｂ

水中ｳｫｰｷﾝ
ｸﾞ教室Ｃ

椅子運動
水中教室

腰痛
対策教室

ﾊﾟﾜｰﾘﾊﾋﾞﾘ
教室

腰痛
対策教室

肩痛
対策教室

陸上きと
きと教室

肩痛
対策教室

膝痛
対策教室

うごきの
教室

気候療法
ｳｫｰｷﾝｸﾞ
教室ＡＢ

気候療法
ｳｫｰｷﾝｸﾞ
教室Ｃ

最大強度
30～50％

最大強度
30～40％

最大強度
30～40％

最大強度
30～50％

最大強度
50％

最大強度
40％

最大強度
30％

屋外気候療法

最大強度
30～40％

最大強度
50％

ハインツ
メソッド

40%

最大強度
30％

最大強度
50％

最大強度
30％

最大強度
30～50％

最大強度
30～50％

最大強度
50％

プ ラ ン に 基 づ く 該 当 教 室

最大強度の30％

膝痛
対策教室

最大強度
40％

ハインツ
メソッド

30%

最大強度
30％

代謝活性

最大強度
50％

アクアき
ときと

最大強度
30～50％

エアロゾ
ル

プール

最大強度の30～40％

パワー
ジェット

最大強度
50％

ハインツ
メソッド

50%

最大強度
50％

温熱療法
教室ｳｪｯﾄ

10分

最大強度の30～50％

最大強度の30～50％

ハマム短時間可能

温熱不可

エアロゾル可能

温熱療法

　　　　　　教室名称

温熱負荷区分

教室名称

温熱可能

ハマム可能

温熱療法
教室ﾄﾞﾗｲ

温熱療法
教室ｳｪｯﾄ

20分
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仕様別紙３ 
 
 

一般利用事業実施要領 
 
 
１ 目的 
  市民が要介護状態若しくは要支援状態となることを予防し、又は要支援状態の改善を

図るため、一般利用事業を実施する。 
 
 
２ 対象者（市外在住者を含む） 
 （１）要介護認定にて要支援１、要支援２に該当する方 
 （２）虚弱高齢者 
 （３）介護予防が必要であると認められた方 
 
 
３ 対象施設 
 （１）運動療法プール 
 （２）トレーニング室 
 （３）パワーリハビリテーション室 
 （４）温熱療法室 
 （５）ヘルスチェックコーナー 
 （６）上記に挙げるもののほか、「１ 目的」を達成するために必要な施設 
 
 
４ 事業内容 
  「２ 対象者（市外在住者を含む）」のうち、指定管理者に利用申請を承認された者が、

「３ 対象場所」を利用して、介護予防に取り組む。 
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個別仕様書 １ 

 

公共料金等及び保守管理等にかかる仕様書 

 

 

１ 概要 

当施設は、富山市角川介護予防センター、中央保健福祉センター、介護保険課（介護認定

審査会室）からなる複合福祉施設であるため、公共料金等及び保守管理等にかかる事務手続

き及び費用負担割合について定めるもの。 

 

２ 定義 

（１）公共料金等 

公共料金とは、電気料金、水道料金、下水道料金及び灯油料金とする。 

（２）保守管理等 

保守管理等は、消防用設備保守点検、受電設備保守点検（自家用電気工作物保安管理、

非常用発電機保守点検）、施設の機械警備及び清掃、EV 保守点検、建築物における衛生的

環境の確保に関する法律に基づく業務とする。 

 

３ 所有区分 

専用部分及び共用部分は、別添「面積按分図及び面積按分表」のとおりとする。 

 

４ 事務手続き 

富山市角川介護予防センター、中央保健福祉センター、介護保険課にかかる公共料金及び

保守管理等の事務手続きは、指定管理者の責任において指定管理者が行うものとし、支払い

についても同様とする。 

 

５ 費用負担 

公共料金及び保守管理等の費用については、それぞれ別表１、別表２に定める負担割合を

それぞれ負担する。ただし、保守管理等のうち清掃（専用部分）は、別表３に定める各実施個所

にかかる費用をそれぞれ負担するものとする。 

 

６ その他 

（１）保守管理等については、第三者に委託して行うものとする。 

（２）保守管理等の委託の仕様については、市と協議して定めるものとする。 

（３）保守管理等の委託に関する事務は、指定管理者の責任において指定管理者が行うものと

する。 
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別表１ 公共料金等の負担割合 

区分 指定管理者 富 山 市 
内  訳 

中央保健福祉センター 介護保険課 

電気料 ０．６２９９ ０．３７０１ ０．３３３１ ０．０３７０ 

水道料金 

（上水道使用分） 

施設に設置された小メーターにより使用

量を按分することとする。 １．００００ ０．００００ 

下水道料金（上水道分） 上水道使用量の按分による。 

〃（井水・源泉分） １．００００ ０・００００ ０．００００ ０．００００ 

灯油料金 富山市負担分以外 
年間３,０５０．１ℓ分

を負担 
１．００００ ０．００００ 

 

 

別表２ 保守管理等に要する費用の負担割合 

区分 指定管理者 富 山 市 
内  訳 

中央保健福祉センター 介護保険課 

消防用設備保守点検  ０．６２９９ ０．３７０１ ０．３３３１ ０．０３７０ 

受電設備保守点検 ０．６２９９ ０．３７０１ ０．３３３１ ０．０３７０ 

機械警備業務※１ ０．２７３０ ０．７２７０ ０．５１５０ ０．２１２０ 

定期清掃業務(共用部分) ０．６２９９ ０．３７０１ ０．３３３１ ０．０３７０ 

日常清掃業務(共用部分) ０．６２９９ ０．３７０１ ０．３３３１ ０．０３７０ 

EV 保守点検 ０．６２９９ ０．３７０１ ０．３３３１ ０．０３７０ 

建築物における衛生的

環境の確保に関する法

律に基づく業務 

０．６２９９ ０．３７０１ ０．３３３１ ０．０３７０ 

※１ 占有する各部屋に設置された熱線センサー数による按分 

 

別表３ 保守管理等のうち清掃（専用部分）の実施箇所 

区  分 指定管理者 富 山 市 
内  訳 

中央保健福祉センター 介護保険課 

定期清掃業務(専

用部分)実施箇所 

ホール、受付、下足、ショッ

プ、廊下１・３・５、休憩コー

ナー、ヘルスチェックコーナ

ーのカーペットクリーニング

及びガラスクリーニング 

スタッフルーム（湯沸含）、ｶ

ｳﾝｾﾘﾝｸﾞ兼医務室、職員更

衣室 1・2、職員廊下、廊下

４、倉庫、多目的トイレ、男

 事務室、更衣室２、診察室

１・２、口腔ケア指導室、総

合健診ホール、プレイルー

ム、集団指導室、会議室

１・２のカーペットクリーニン

グ及びガラスクリーニング 

更衣室１、給湯室、印刷

室、雑庫、情報管理室、訪

問教材室、検査室、成人

審査員室、認定審

査会室 A・B・C・D

のカーペットクリー

ニング及びガラスク

リーニング 

35



女トイレ、多目的更衣室１・

２、ﾌﾟﾚﾊﾟﾚｰｼｮﾝの床面洗浄

及びガラスクリーニング、 

男女更衣室、男女更衣室

化粧室、男女更衣室トイレ・

多目的トイレ３、男女更衣室

シャワー室、男女浴室、ハ

マム、エアロゾル、温熱療法

室、温泉水療法室、手足

浴、通路 5・6、廊下６プール

トイレ・洗面の床洗浄及びガ

ラスクリーニング 

用教材室、相談室１・２、診

察室３、薬品庫、資料室、

子育て体験室、サイドキッ

チン、授乳室、滅菌室、洗

濯室、教材室、通路２・３、

栄養実習室、準備室、器

具庫の床洗浄ワックス及び

ガラスクリーニング 

日常清掃業務(専

用部分)実施箇所 

ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ兼医務室、職員

廊下、廊下４、多目的トイ

レ、男女トイレ、多目的更衣

室１・２、ホール、受付、下

足、ショップ、廊下、休憩コ

ーナー、男女更衣室、男女

更衣化粧室、男女更衣室ト

イレ・多目的トイレ、男女更

衣シャワー室、男女浴室、

更衣室通路、プール内トイ

レ、通路 

 検査室、相談室１・２、診察

室１・２・３、口腔ケア室、薬

品庫、総合健診ホール、子

育て体験室、サイドキッチ

ン、授乳室、選択室、教材

室、会議室１・２、収納庫、

栄養実習 
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別添「面積按分図及び面積按分表」 
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角川介護予防

エアハン

軽運動室兼大ホール 370.69

通路（軽前）

通路（ＥＶ前）

通路（認定前）

通路（保健）

通路

階段（ホール）

階段（北側）

介護保険調査員室

防災危機管理室
介護保険認定審査会室１

介護保険認定審査会室２

介護保険認定審査会室３

介護保険認定審査会室４

控え室

前室

湯沸し

男子トイレ

女子トイレ

多目的トイレ

倉庫１ 7.18

倉庫２ 13.38

会議室１

会議室２

収納

準備室

器具室

調理実習室

２Ｆ　計 391.25 1,394.01

介護予防施設部分 1,718.85

健康交流モール

風除室１

ＥＶ

情報コーナー

保福共有（授乳室１）

保福共有（多目的ＷＣ）

保福共有（男子ＷＣ）

保福共有（女子ＷＣ）

通路

風除室２

階段（ポンプ室）

保健福祉センター部分 911.64

足湯 10.35

１Ｆ　計 1,729.20 911.64 3,201.50

地下 404.98

ＰＨ

2,525.43 5,024.56

角川介護予防（Ａ） 2,525.43 ㎡ 62.99 ％ 639.44 ㎡ 3,164.87 ㎡

中央保健福祉（Ｂ） 1,335.48 ㎡ 33.31 ％ 338.14 ㎡ 1,673.62 ㎡

介護保険課（Ｃ） 148.51 ㎡ 3.70 ％ 37.56 ㎡ 186.07 ㎡

共用面積（Ｄ） 1,015.14 ㎡

Ａ＋Ｂ＋Ｃ（Ｅ） 4,009.42 ㎡

備考介護保険課中央保健福祉 共用

35.84

5,024.56

２Ｆ

１Ｆ

合計

富山市複合福祉施設床面積

33.59

28.11

20.61

178.95

70.91

71.58

0.00

22.13

22.23

59.37

148.51

20.09

22.65

22.13

Ｄに対する面積Ｅ対する割合 按分面積

1,335.48

㎡

148.51 1,015.14

423.84

24.07

560.66

23.75

9.60

74.22

24.05

25.45

6.65

16.80

309.16

430.41

5.76

9.37

9.20

53.05

6.01

濾過機等

ダクト

13.34

79.85

64.80

37.54

46.33

46.68

20.52

23.75

空調設備

19.23

23.42

6.70
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個別仕様書 ２ 
 

設 備 管 理 業 務 仕 様 書 
 

１ 業務概要 
    本施設に設置された電気設備、空調設備、給排水設備、衛生設備機器等の日常の運転、保守及

び定期保守管理（設備機器の保守管理業務表）を行う。 
    指定管理者は、この作業の実施にあたり、関係法令を遵守し、常に諸設備が円滑に使用できる

よう最善の努力を払うとともに、事故を未然に防止し、運転経費の節減等を図らなければならな

い。 
業務は関係法令の定めるところにより、次の事項を実施する。 

    (1) 業務内容の種別 
     ① 設備機器の運転操作及び監視 
     ② 設備機器の維持管理（日常巡視点検、整備補修） 
     ③ 設備機器の非常時の対応 
     ④ 設備機器に関する測定及び記録 
     ⑤ 施設、設備機器の小修繕 
    (2) 業務内容の細目 
     ① 設備機器の監視業務 
      運転操作及び監視にあたっては、建築物の用途及び気温の変化などを勘案し、経済運転で

かつ快適となるよう適正に行うこと。 
      ⅰ 中央監視設備の運転操作及び監視 
      ⅱ 電気設備関係の運転操作及び監視 
      ⅲ 空気調和設備関係の操作及び監視 
      ⅳ 換気設備の操作及び監視 
      ⅴ 給排水設備の操作及び監視 
      ⅵ 衛生設備の操作及び監視 
     ② 設備機器の非常時の対応 
      火災、停電、断水、その他の災害が発生した場合は、速やかに関係機関に連絡し、的確な

措置を行い、二次災害が発生しないよう努めること。 
     ③ 設備機器に関する測定及び記録 
      設備機器測定記録の保存は、次のとおりとする。 
      ⅰ 日誌（運転日誌、作業日誌）     ３年以上 
      ⅱ 定期点検、測定記録         ５年以上 
      ⅲ 事故障害記録            ５年以上 
      ⅳ 補修、改良工事記録         ５年以上 
      ⅴ 設備機器、工具機器台帳       永年 
      ⅵ 業務連絡簿             ３年以上 
      ⅶ 設備機器関係図面          永年 
       （配線図、平面図、配線図等） 

２ 業務責任者  法規に定められている資格を有する業務責任者を置くものとする。 
３ 作業時間   業務責任者の勤務時間は、開館時間とする。 
４ 指定管理者が修理できない設備機器等が発生したときは、速やかに富山市へ報告すること。 
５ 法に基づく官公庁への申請、報告手続、関係書類の整備、保安規程に基づいた安全対策の積

極的な推進及び法令に定める責任技術者の業務を安全に遂行すること。 
６ 法改正や指定管理者が管理する上で設備機器等に不適合が生じた場合は、書面をもって改善

対策を富山市に報告すること。 
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設備機器の保守管理業務表 
 

設備機器名称 数量 備   考 業務 
回/年 業務事項 

受水槽（上水系統） １槽 ＳＵＳパネル型 ２槽式 
容量 12 ㎥（有効容量 10 ㎥） １ 

清掃・殺菌、 
受水水質検査 

受水槽（井水系統） １槽 ＳＵＳパネル型 ２槽式 
容量 12 ㎥（有効容量 10 ㎥） １ 

受水槽付給水ユニット（加

湿用） １基 FRP パネル型 １槽式 
容量１㎥（有効容量 0.75 ㎥） １ 

清掃・殺菌 

源泉槽 １槽 耐熱 FRP パネル型 1 槽式 
容量 30 ㎥（有効容量 25 ㎥） 

１ 

加湿源泉槽 1 槽 
耐熱 FRP パネル型 1 槽式 
容量 2.25 ㎥（有効容量 1.5
㎥）  

１ 

貯湯槽 ２缶 ステンレス製縦型 最高使

用圧 5kg/㎠ 容量 2.5 ㎥ １ 

膨張タンク ２缶 密閉式ダイヤフラム型 １ 

排湯槽１ 1 槽 地下ピット 
容量 約 20 ㎥ １ 

 排湯槽２ 1 槽 地下ピット 
容量 約 20 ㎥ １ 

排水放流槽 １槽 地下ピット 
容量 約 20 ㎥ １ 

無圧ヒーター ２基 
灯油焚 2 回路 
出力 465kｗ 
伝熱面積 8.0 ㎡ 

１ オーバーホー

ル 

熱交換器 ３基 プレート式 ステンレス製 １ 洗浄 
塩素注入装置 ４台   機能調整整備 
自動給水ユニット 

（上水系統） １基 加圧給水ユニット 
 ２台並列 ４ 

外観機能検査 

自動給水ユニット 
      （井水系統） １基 加圧給水ユニット 

 ２台並列 ４ 

自動給水ユニット 
（プール補給水系統） １基 加圧給水ユニット 

 ２台並列 ４ 

自動給水ユニット 
（源泉系統） １基 加圧給水ユニット 

 ２台並列 ４ 

ポンプ ６台 ライン型 ４ 
ポンプ 10 台 渦巻型 ４ 
ポンプ ２台 排水水中ポンプ ４ 
アトラクションポンプ 23 台  ４ 
ブロアー １台  ４ 
空冷ヒートポンプ 

パッケージ室外機 ２台 １０ＨＰ ４ 
外観機能検査 

空冷ヒートポンプ 
パッケージ室外機 ２台 ２０ＨＰ ４ 
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設備機器名称 数量 備   考 業務 
回/年 

空冷ヒートポンプ 
パッケージ室外機 １台 ３０ＨＰ ４ 

空冷ヒートポンプ 
パッケージ室内機 ２台 床置型外気処理機 ４ 

外観・機能確認 
フィルター洗

浄 

空冷ヒートポンプ 
パッケージ室内機 ５台 天井ダクト型外気処理機 ４ 

空冷ヒートポンプ 
パッケージ室内機 ５台 床置型 ４ 

空冷ヒートポンプ 
パッケージ室内機 38 台 カセット型 ４ 

空調機 １台 水平型外気処理 ４ 
全熱交換機 30 台  １ 
換気ファン 17 台  ２ 
受水槽水質検査 １式  １ 法定点検 1 回/

年 煤煙濃度測定 １式  １ 
濾過機・配管薬剤洗浄 １式  １ 1 回/年 
排水管詰り除去洗浄 １式  １ 異常発生時 
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個別仕様書 ３ 

 

項目（材質） 施設名 清掃方法 
日常・定期の 

清掃頻度 

〈床面〉 

ビニールシート 

 

スタッフルーム 

職員更衣室 

ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ兼医務室 

１Ｆ倉庫 

廊下 

多目的更衣室１、２ 

パーソナルケア室 

プレパーレーション 

階段２ 

 

・乾式モップ（ダスター）による除塵 

・水溶性の汚れは、部分的に湿式モッ

プによる水拭き 

・床面洗浄ワックス仕上げ作業 

 

日常（毎日） 

日常（随時） 

 

定期（年２回） 

ホモジニアスタイ

ル 

廊下（１階） 

廊下（２階） 

ブリッジ 

ホール 

ショップ 

階段１ 

・乾式モップ（ダスター）による除塵 

・水溶性の汚れは、部分的に湿式モッ

プによる水拭き 

・床面洗浄ワックス仕上げ作業 

日常（毎日） 

日常（随時） 

 

定期（年２回） 

フローリング パワリハ室 

トレーニング室 

スタジオ 

健康測定室 

軽運動室兼大ホール 

・乾式モップ（ダスター）による除塵 

・水溶性の汚れは、部分的に湿式モッ

プによる水拭き 

・床面洗浄ワックス仕上げ作業 

日常（毎日） 

日常（随時） 

 

定期（年２回） 

タイルカーペット 男女更衣室 

男女化粧室 

控室 

前室 

・乾式掃除機による吸塵 

・部分的なシミ取り 

・カーペットクリーニング 

日常（毎日） 

日常（随時） 

定期（年２回） 

磁器質タイル ウエットサウナ（ハマム） 

エアロゾル 

手足浴 

温泉水療法室 

温熱療法室 

下足 

市民交流ホール 

介護予防情報コーナー 

・乾式モップ（ダスター）及び自在箒

による除塵 

・乾式掃除機及びスイーパーによる除

塵 

・水溶性の汚れは、部分的に湿式モッ

プによる水拭き 

・専用洗剤を使用し、デッキブラシで

擦り洗い後、流水で洗い流す 

・磁器質タイル洗浄 

日常（毎日） 

 

日常（毎日） 

 

日常（随時） 

 

日常（随時） 

 

定期（年２回） 

窓ガラス  両面 定期（年２回） 

〈場所別〉 

浴室、シャワー室 

 

 

・カラン、桶、鏡の専用洗剤による洗

浄 

・専用洗剤による床面の汚れ及びヌメ

リ除去 

・排水溝の汚れ及びヌメリ除去、毛髪

等の除去 

・浴槽内の清掃 

・手の届く範囲の壁面清掃 

毎日 

 

毎日 

 

毎日 

 

毎日 

毎日 

男女更衣室、男女  ・床面の乾式掃除機による除塵 毎日 
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化粧室 ・ロッカー上部の除塵 

・手洗器、洗面台周辺の清掃 

・ゴミ箱のゴミ回収 

毎日 

毎日 

毎日 

トイレ  ・衛生陶器を中性洗剤で洗浄 

・手洗器、洗面台周辺の清掃 

・湿式モップで床面を水拭き 

・消耗品交換（トイレットペーパー等） 

・ゴミ箱のゴミ回収 

毎日 

毎日 

毎日 

毎日 

毎日 

廊下及びホール  ・乾式モップ（ダスター）又は乾式掃

除機による除塵 

・窓台及び手の届く範囲のガラス面の

拭き 

・什器備品の除塵 

毎日 

 

毎日 

 

毎日 

駐車場及び外周  ・粗ゴミ採り（落ち葉） 毎日 
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個別仕様書 ４ 

 

洪水時の指定緊急避難場所の運営にかかる仕様書 

 

 

１ 概要 

 災害対策基本法第４９条の４第１項に基づく指定緊急避難場所に指定されている角川介護予防

センターについて、指定管理者が行う指定緊急避難場所の運営について定めるもの。 

 

 

２ 使用箇所 

 （１）軽運動室 

 （２）会議室１ 

 （３）会議室２ 

 （４）栄養実習室 

 ※ 別紙「洪水時の指定緊急避難場所にかかる使用箇所」を参照。 

 

 

３ 指定管理者が行う事項 

 （１）市から緊急避難場所の開設依頼があったときは、休日、夜間を問わず、速やかに施設を開

錠する。 

 （２）避難住民を受け入れ、避難スペース（軽運動室や会議室など）へ誘導する。 

 （３）緊急避難場所として使用する期間は、洪水のおそれがなくなり、市から緊急避難場所の使

用を終了する旨の通知があるまでとする。 
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別紙「洪水時の指定緊急避難場所にかかる使用箇所」 
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富山市角川介護予防センターの管理運営業務に関する基本協定書（案） 

 
  富山市（以下「甲」という。）と○○○（以下「乙」という。）とは、富山市公の施設に係る指定

管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年富山市条例第３０９号。以下「手続条例」という。）

第８条の規定により、富山市角川介護予防センター（以下「センター」という。）の管理運営業務（以

下「管理業務」という。）について、次のとおり基本協定を締結する。 
 
  （趣旨） 
第１条  この基本協定は、センターの管理運営に関し必要な事項を定めるものとし、甲及び乙は、

この基本協定に従い、信義に従って誠実にこれを履行しなければならない。 
（指定期間等） 

第２条  甲が乙を指定管理者として指定する期間は、令和３年４月１日から令和８年３月３１日ま

でとする。 
２ 管理業務に係る会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 
  （管理業務の範囲） 
第３条  乙が行う業務の範囲は、次の各号に掲げるとおりとする。 
(1) センターの施設及び附属設備等の維持管理に関する業務 
(2) 富山市角川介護予防センター条例（平成２２年富山市条例第４９号）第３条第１号から第５ 

号までに掲げる施設の使用の承認に関する業務 
(3) 富山市角川介護予防センター条例（平成２２年富山市条例第４９号）第４条各号に掲げる事

業に関する業務 
(4) 前３号に掲げるもののほか、センターの管理に関し市長が必要と認める業務 

２  前項各号に掲げる業務の詳細は、富山市角川介護予防センター管理業務仕様書に定めるとおり

とする。 
（再委託等の禁止） 

第４条  乙は、管理業務の全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、

事前に甲の書面による承諾を受けたときは、管理業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせ

ることができる。 
２ 前項の規定により乙が管理業務の一部を第三者に実施させる場合は、すべて乙の責任及び費用

負担において行うこととし、乙が使用する第三者の責めに帰すべき事由により生じた損害及び追

加費用は、すべて乙の負担とする。 
３ 乙は、第三者に対し、本協定に基づいて生ずる権利義務を譲渡し、若しくは承継させ、又は権

利を担保に供してはならない。 
（指定管理者の責務） 

第５条  乙は、手続条例、富山市角川介護予防センター条例（平成２２年富山市条例第４９号）、富

山市角川介護予防センター条例施行規則（平成２２年富山市規則第７１号）及び関連する法令等

を遵守するとともに、センターを常に良好な状態において管理し、施設の効用を最大限発揮でき

るよう管理業務を行わなければならない。 
２  乙は、施設及び施設利用者に事故及び災害が発生した場合は、迅速かつ適切な対応を行った上、

直ちに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 
３  乙は、管理業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合は、その状況について、
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直ちに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 
  （管理業務委託料） 
第６条  甲が乙に支払う指定期間中の管理業務委託料は、○○○円（うち消費税及び地方消費税の

額○○円）を限度とする。 
２  各年度の管理業務委託料は、次の金額を基本とし、各年度の開始前に甲乙協議のうえ定めるも

のとする。 
    令和３年度  ○○○円（うち消費税及び地方消費税の額○○円） 

令和４年度  ○○○円（うち消費税及び地方消費税の額○○円） 
    令和５年度  ○○○円（うち消費税及び地方消費税の額○○円） 

令和６年度  ○○○円（うち消費税及び地方消費税の額○○円） 
令和７年度  ○○○円（うち消費税及び地方消費税の額○○円） 

３  甲は、前２項の管理業務委託料を、乙が毎年度作成する収支計画書に基づく請求により支払う

ものとする。 
（利用料金制） 

第７条  センターの利用料金は、乙の収入として収受する。 
２ 利用料金は、乙が、富山市角川介護予防センター条例第１４条に規定する利用料金の範囲内に

おいて、甲の承認を得て定めるものとする。 
３ 乙は富山市角川介護予防センター条例第１５条及び富山市角川介護予防センター条例施行規則

第６条の規定に基づき、利用料金の全部又は一部を減免することができる。 
（備品等の取扱い） 

第８条  甲は別紙「富山市角川介護予防センター備品一覧表」記載の備品等（以下「備品等」とい

う。）を乙に無償で貸与する。 
２ 経年劣化又は乙の責めによらない事由による滅失・き損等により備品等を管理業務に供するこ

とができなくなった場合、甲は乙との協議に基づき、管理業務に必要と認められる範囲で当該備

品等を調達又は購入し、乙に無償で貸与するものとする。 
３ 乙は、指定管理期間中、備品等を常に良好な状態に保つとともに、甲の定める備品台帳を作成

し、これを備え置かなければならない。また、乙は定期的に備品台帳と現物の照合を行い、滅失・

き損等が確認された場合は、速やかに甲へ報告し、前項に定める対応を行うものとする。 
４ 乙は、自己の費用負担等により管理業務に必要な備品類を購入することができる。この場合、

購入した備品類の所有権は乙に帰属し、乙は前項に定める備品台帳とは区別してこれを管理する

ものとする。 
  （リスク分担） 
第９条  管理業務に関するリスク分担については、富山市角川介護予防センター管理業務リスク分

担表のとおりとする。 
  （管理業務計画書の提出等） 
第１０条  乙は、毎年度２月末日までに、翌年度の管理業務について、次の各号に掲げる事項を記

載した管理業務計画書を甲に提出し、承認を得なければならない。ただし、令和３年度の管理業

務については、令和３年３月３１日までに、同計画書を提出し、承認を得るものとする。 
(1) 管理業務の概要及び実施時期 

(2) 管理業務の実施体制 

(3) 収支計画書 

(4) 管理業務に必要な諸規定及び非常時の対応体制 
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(5) その他甲が必要と認める事項 
２ 乙は、富山市角川介護予防センター管理業務仕様書に定めのない、管理業務の改善又はセンタ

ーの建物・設備の改修、物品の設置及びセンターの周辺地域における施設整備などについて甲に

対して提案を行う場合は、提案の必要性、管理業務において見込まれる改善点その他甲が必要と

認める事項を記載した書類（以下「提案書」という。）を毎年度１月末日までに甲に提出しなけれ

ばならない。 
  ただし、当該提案の実施に当たり、甲に新たな財政的負担が生ずると見込まれる場合について

は、乙は毎年度９月末日までに甲に当該提案書を提出しなければならない。 
３  乙は、第１項の管理業務計画書を提出した後に、前項の事由以外により計画を変更する必要が

生じた場合は、変更の内容について甲に協議の上、必要に応じて変更後の管理業務計画書を甲に

提出しなければならない。 
（管理業務報告書の提出） 

第１１条  乙は、毎月１０日までに、前月の管理業務の実施状況、施設の利用状況及び利用料金の

収入状況等を記載した管理業務報告書を甲に提出しなければならない。 
  （事業報告書の提出等） 
第１２条  乙は、毎年５月末日までに、前年度の管理業務について、次の各号に掲げる事項を記載

した事業報告書を甲に提出しなければならない。 
(1) 管理業務の実施状況及び施設の利用状況 

(2) 使用料又は利用料金の収入状況 

(3) 管理業務の経費の収支状況 

(4) その他甲が必要と認める事項 

  （管理業務の報告、調査、指示） 
第１３条  甲は、前３条の規定により提出された計画書及び報告書の内容を審査し、必要な指示を

行うことができる。 
２  甲は、施設の管理の適正を期するため必要と認めるときは、乙に対して、管理業務又は経理の

状況に関し随時報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示をすることができる。 
３ 乙は、甲から前２項に定める報告要求、調査の申出又は改善指示を受けた場合、速やかにそれ

に応じなければならない。 
  （帳簿等の保存） 
第１４条  乙は、管理業務に関する帳簿及び書類等を整備し、常に業務の執行状況を明らかにして

おくとともに、帳簿等を会計年度終了の日から５年間保存しなければならない。 
（施設の毀損等） 

第１５条 乙は、故意又は過失により、施設又は設備備品を損傷し、又は滅失したときは、直ちに

その旨を甲に報告するとともに、これを原状に回復し、又はその損傷若しくは滅失によって生じ

た損害を甲に賠償しなければならない。 
（不完全履行による管理業務委託料の減額及び損害賠償） 

第１６条  甲は、乙が管理業務の一部を履行しないとき、又は管理業務の履行が不完全であるとき

は、管理業務委託料からその不履行又は不完全履行に相当する金額を減額することができる。こ

の場合において、甲に損害が生じたときは、乙は、その損害を賠償しなければならない。 

（原状回復義務等） 

第１７条  乙は、その指定の期間が満了したとき、又は指定を取り消され、若しくは期間を定めて

管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じられたときは、その管理を行わないこととなった施
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設及び設備を直ちに原状に回復し、甲に対して本施設及び備品を明け渡さなければならない。た

だし、通常の使用における経年劣化及び甲が原状回復を要しないと認めたときは、この限りでな

い。 

  （第三者に対する損害の賠償等） 

第１８条  管理業務の履行にあたり、乙の責めに帰すべき事由により第三者に損害を与えたときは、

原則として乙がその損害を賠償しなければならない。ただし、損害を受けた第三者の求めに応じ

甲が損害を賠償したときは、甲は乙に対して求償権を有するものとする。 

（指定の取消等） 
第１９条  甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、乙に対しその状況を確認の

上、指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部又は一部の停止を命ずるこ

とができる。この場合において、乙に生じた損害については、甲はその賠償の責めを負わないも

のとする。 

(1) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１０項の規定による報告の要求、

調査又は指示に対して、これに応じず、又は虚偽の報告をし、若しくは調査を妨げたとき。 

(2) この基本協定に違反したとき。 

(3) 指定管理候補者として選定しない法人等に該当することとなったとき。 

(4) 申請時に提出した書類の内容に虚偽の事項が記載されていたことが判明したとき。 

(5) 団体の経営状況の悪化等により管理業務を行うことが不可能又は著しく困難になったとき。 

(6) 乙がその責に帰すべき事由により、甲に対し指定解除の申出をしたとき。 

(7) 組織的な非違行為が行われていた場合など、管理業務を行わせておくことが、社会通念上著

しく不適当と判断されるとき。 
２ 乙は、前項の規定により指定を取り消されたときは、違約金として、○○○円を甲に支払わな

ければならない。 
３ 第１項の規定により指定を取り消した場合において、甲に生じた損害が前項に規定する違約金

の額を上回ったときは、乙はその損害を賠償しなければならない。 
４ 甲は第１項の規定に基づく指定の取消し又は管理業務の全部又は一部の停止により乙に損害が

生じても、その賠償の責を負わない。 
（業務の引継ぎ） 

第２０条 乙は、その指定期間が満了したとき、又は指定を取り消され、若しくは期間を定めて管

理の業務の全部若しくは一部の停止を命じられたときは、センターの管理業務が遅滞なく円滑に

実施されるよう、甲が定める期間内に、甲又は甲が指定した者に対して適正に管理業務を引継が

なければならない。ただし、甲の承認を得たときはこの限りでない。 
２ 管理業務の引継ぎ方法、日時等については、甲と乙が協議のうえ、決定する。 

（秘密保持義務等） 

第２１条  乙が行う管理業務に従事している者又は従事していた者は、当該管理業務に関して知り

得た秘密を漏らし、又は不当な目的に利用してはならない。 

２  乙は、富山市個人情報保護条例（平成１７年富山市条例第３１号）第９条、第１０条及び第５

６条の規定により、保有個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他の保有個人情報の適切な

管理のために必要な措置を講じなければならない。 
３  乙は、管理業務を実施するにあたり、個人情報の保護に関し、富山市角川介護予防センター管

理業務の個人情報の保護に関する取扱い仕様書に定める事項を遵守しなければならない。 

４ 乙は、富山市情報セキュリティポリシーの情報セキュリティ基本方針４の規定により、情報資
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産に関する情報セキュリティ対策のために必要な措置を講じなければならない。 

５ 乙は、管理業務を実施するにあたり、情報セキュリティ対策に関し、情報セキュリティ特記事

項に定める事項を遵守しなければならない。 

（情報公開） 

第２２条  乙は、富山市情報公開条例（平成１７年富山市条例第３０号）第２９条の規定により、

情報公開を行うための必要な措置を講ずることとし、乙に対し管理業務の実施に関し乙が保有す

る情報の公開の申し出があったときは、公開対象となる情報の公開に努めるものとする。 

（名称等の変更の届出） 

第２３条  乙は、その名称、代表者の氏名又は主たる事務所の所在地の変更があったときは、直ち

に、その旨を甲に届け出なければならない。 
  （権利義務の譲渡等の禁止） 
第２４条  乙は、この基本協定によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは承継させ、

又は権利を担保に供してはならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承諾を得た場合は、こ

の限りでない。 
  （基本協定の変更） 
第２５条  管理業務に関し事情が著しく変更したとき又は特別な事情が生じたときは、甲乙協議の

上、この基本協定を変更することができる。 
  （年度協定書の締結） 
第２６条  甲及び乙は、第７条第１項の管理業務委託料及び同条第２項の規定により甲乙協議の上

定められた管理業務委託料並びに第１２条の規定により提出された管理業務計画書に基づき、管

理業務の適正な執行を期するため、毎年度当初に富山市角川介護予防センターの管理運営業務に

関する年度協定書を締結するものとする。 
  （協議） 
第２７条  この基本協定に関し疑義が生じたとき又はこの基本協定に定めのない事項については、

甲乙協議の上、別に定めるものとする。 
 
この基本協定の締結を証するため、この基本協定書２通を作成し、両者記名押印の上、各自その

１通を保有するものとする。 
 
  令和〇年〇月○○日 
                                        甲    富山市新桜町７番３８号 
                                              富山市長  ○○○ 
                                        乙    
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富山市角川介護予防センター管理業務リスク分担表 
                                                                              △は従分担 

種    類 主    な    内    容 負担者 
市 指定管理者 

法制度変更 施設管理業務に要する資格の変更等、指定管理業務に特別に影響を及ぼす法制

の変更又は新設 
○  

税制度変更 指定管理業務の内容にかかわらず、全てのものに影響を及ぼす税制の変更又は

新設（法人税、固定資産税、事業所税等） 
 ○ 

上記のうち、消費税及び地方消費税については、変更後の税率に基づく管理委

託費を支払うことにより市が当該費用を負担する。 
○  

金利変動   ○ 
物価変動 通常は指定管理者の負担とするが、大幅又は急激な物価変動の影響により、管

理運営に支障が生じるおそれがあるときは、市と協議する。 

（協議対象経費） 

①燃料費（ガソリン、灯油、ガス等）、②上下水道料金、③電気料 

△ ○ 

政策転換 施設の廃止により指定管理業務の継続が困難になった場合、施設用途の変更に

より管理業務内容の変更を余儀なくされた場合など 
○  

許認可の取得

遅延 
市が取得すべきもの ○  
指定管理者が取得すべきもの  ○ 

住民及び施設

利用者対応 
処分権限を有する指定管理者の行った処分に対する訴訟  ○ 
指定管理業務に対する住民及び利用者からの苦情、要望 △ ○ 

不可抗力 戦争、天災、暴動等の不可抗力による施設の修復及び指定管理業務の継続不能 ○  
上記の要因により、施設を避難場所等に使用することによる指定管理業務の継

続不能 
○  

書類の誤り 仕様書等の市がその内容について責任を負うべき書類 ○  
指定申請書等の指定管理者がその内容について責任を負うべき書類  ○ 

資金調達 市が指定管理者に支払う経費の支払い遅延による損害 ○  
指定管理者が業者等に支払う経費の支払い遅延による損害  ○ 

施設、設備、

備品、資料等

の焼失、滅失、

損傷、盗難等 

指定管理者の故意、過失によるもの  ○ 
経年劣化によるもの、又は相手方が特定できない第三者の行為によるもののう

ち、原状回復に要する経費の年度合計額が次の金額以下のもの 
各年度  １，８００千円 
上記金額を超えることが見込まれるときは、市と事前協議するものとする。 

 ○ 

第三者賠償 施設等の瑕疵により損害を与えた場合 ○  
指定管理者が施設等に瑕疵があることを知りながら、それを放置したことによ

り損害を与えた場合 
 ○ 

指定管理業務により損害（個人情報の漏えい、不正利用等による損害を含む。）

を与えた場合 
 ○ 

事業の終了 政策転換による指定管理者の撤収費用 ○  
指定期間の終了、指定の取消による指定管理者の撤収費用  ○ 
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富山市角川介護予防センター管理業務の個人情報の保護に関する取扱い仕様書 
 
Ⅰ 一般事項  
 
１  個人情報の保有の制限等 
(1) 乙は、個人情報を保有するに当たっては、この協定による管理業務を遂行するため必要な場合に限

り、かつ、その利用の目的をできる限り特定しなければならない。 

(2) 乙は、特定された利用の目的（以下「利用目的」という。）の達成に必要な範囲を超えて、個人情

報を保有してはならない。 

(3) 乙は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当の関連性を有すると合理的に認めら

れる範囲内において、市の承認を得なければならない。 

２  個人情報の取得の制限 

(1) 乙は、個人情報を取得するときは、利用目的の達成に必要な範囲内で、適法かつ適正な手段により

取得しなければならない。 

(2) 乙は、思想、信条及び宗教に関する個人情報並びに社会的差別の原因となるおそれのある個人情報

については、取得してはならない。 

(3) 乙は、個人情報を取得するときは、本人の同意があるとき又は人の生命、身体、財産の保護のため

に緊急に必要があるときなどの場合を除き、原則として本人から取得しなければならない。 
３  利用目的の明示 

乙は、本人から直接書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができな

い方式で作られる記録（以下「電磁的記録」という。）を含む。）に記録された当該本人の個人情報を取

得するときは、人の生命、身体又は財産の保護のために緊急に必要があるとき又は取得の状況からみて

利用目的が明らかであると認められるときを除き、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示しな

ければならない。 
４ 正確性の確保 

乙は、利用目的の達成に必要な範囲内で、保有個人情報が過去又は現在の事実と合致するよう努めな

ければならない。 
５  不要となった個人情報の取扱い 

乙は、この協定が終了したとき又は保有する保有個人情報が不要となったときは、速やかに当該情報

を市に譲渡し、又は市の指示のもとに適切な手段により速やかに廃棄し、若しくは消去しなければなら

ない。 
６  事務を委託する場合の措置 

乙は、個人情報の取扱いを第三者に委託しようとするときは、個人情報の保護に関し必要な措置を講

じなければならない。 
７  従事者の義務 

個人情報の取扱いに従事する職員若しくは職員であった者又は前条の受託業務に従事している者若

しくは従事していた者は、その業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不

当な目的に利用してはならない。 
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項目及び個人情報を取扱

う業務の名称 
取扱う個人情報の内容 取扱いの留意事項及び個人情報の保護に関する措

置事項 
1 個人情報の取扱いに関

する留意事項の職員へ

の周知 

 

 

2 個人情報が記載してあ

る書類等の取扱い 

 

 

 

3 廃棄 

施設使用申請者の住

所、氏名 

 

 

 

施設使用申請者の住

所、氏名 

 

 

 

施設使用申請者の住

所、氏名 

管理責任者は、管理業務に従事する者に対し、その

業務に関わる個人情報の範囲及びその取扱いに関

する留意事項を個別具体的に指示するとともに、日

常業務において必要に応じ指導する。 

 

市の指示又は承諾があった場合を除き、個人情報が

記録された資料等を複写・複製してはならない。但

し、事務を効率的に処理するため、指定管理者の管

理下において使用する場合はこの限りではない。 

 

個人情報が記載されている書類等の廃棄について

は、市に事前に協議の上、第三者の手に渡らないよ

う確実な方法によって処分する。 
 
 
Ⅱ 個別事項  
項目及び個人情報を取扱

う業務の名称 
取扱う個人情報の内容 取扱いの留意事項及び個人情報の保護に関する措

置事項 
1 使用申込受付、承認、

使用料徴収業務 

 

 

2 使用者管理 

 

3 施設使用状況の掲示 

 
 

申請者の住所、氏名 

 

 

 

申請者の住所、氏名 

 

個人使用者の氏名 

取得する個人情報は、申請に必要な事項や減免要件

を確認するために必要な事項のみとし、申請者以外

から取得しない。 

 

担当職員以外は取扱わないこととする。 

 

個人が、個人の活動として施設を使用する場合は、

本人の了解なしに、その使用状況を施設の掲示板等

に掲示しない。 
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情報セキュリティ特記事項 
 
 
１ 基本事項 
 乙は、本業務に係る情報資産（富山市情報セキュリティポリシー情報セキュリティ基本方針２(9)

による）を取り扱うにあたり、情報セキュリティの重要性を認識し、情報資産の漏えい、紛失、盗難、

改ざん等から保護するため、本特記事項を適切に実施し、富山市情報セキュリティポリシーの本旨に

従い、必要な措置を講じなければならない。 
２ 責任体制の整備 
 乙は、本業務に係る情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体制を維持し

なければならない。 
３ 業務目的以外の利用等の禁止 
 乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、本業務に係る情報資産を当該業務以外の目的に利用、

加工、複製、複写、又は第三者に提供してはならない。 
４ 情報資産の保管及び搬送 
 乙は、本業務に係る情報資産の漏えい、紛失、盗難、改ざん、その他の事故等を防止するため、情

報資産の保管及び搬送に際し、重要度に応じた措置を講じなければならない。 
５ 再委託の禁止 
(1) 乙は、甲の書面による再委託の承諾があるときを除き、重要な情報資産の取扱いを自ら行うもの

とし、その取扱いを第三者に委託してはならない。 

(2) 乙は、甲の承諾を得て重要な情報資産の取扱いを第三者に委託しようとするときは、当該委託先

に、この情報セキュリティ特記事項を遵守させるとともに、甲に対して、当該委託先の全ての行為

及びその結果について責任を負うものとする。 
６ 従事者に対する教育の実施 
 乙は、情報資産を取り扱う業務の従事者に対し、情報セキュリティに関する教育を実施し、情報セ

キュリティの確保に努めなければならない。 
７ 事故発生時の報告義務 
 乙は、本業務に係る情報資産の漏えい、紛失、盗難、改ざん、その他の事故等が生じ、又は生じた

可能性があることを知ったときは、速やかに甲に報告し、その指示に従わなければならない。この協

定が終了し、又は指定が取り消された後においても同様とする。 
８ 調査等の実施 
(1) 甲は、本業務に係る乙の情報セキュリティの運用状況に関し、必要に応じて報告を求め、業務履

行場所への立入調査及び監査を行うことができるものとする。 

(2) 乙は、甲から業務履行場所への調査等の申入れがあったときは、特段の理由が認められる場合を

除き、協力しなければならない。 

９ 情報資産の帰属 
乙が本業務のために収集、作成又は保有する情報資産は、甲の所有に属するものとする。ただし、

乙が管理業務委託料により購入した機器、ソフトウェア、ライセンスは乙の所有に属するものとする。 
１０ 情報資産の返還 
 乙は、この協定が終了し、又は指定が取り消されたときは、本業務に係る情報資産を、速やかに甲

に返還しなければならない。 
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１１ 特記事項に違反した場合の指定の取消し及び損害賠償 
 乙が、この情報セキュリティ特記事項に違反し、甲に対する損害を発生させた場合は、甲は、指定

の取消し及び損害賠償の請求をすることができるものとする。 
１２ その他 
 乙は、１から１１までに定めるもののほか、情報資産の適正な管理のために必要な措置を講じなけ

ればならない。 
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類別番号 品目番号 前年度末現在高 配置場所

1 1 両袖机 0 ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ

1 1 両袖机 1 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ

1 3
平机

応接用ｾﾝﾀｰﾃｰﾌﾞﾙ 1 講師控室

1 4 会議用机 66 軽運動室

1 4 会議用机 2 ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ

1 4
会議用机
パネル付

6 軽運動室

1 4
会議用机
パネル付

8
ｽﾀｼﾞｵ　4
ﾊﾟﾜﾘﾊ　4

1 4
作業机

パソコンラック
2

健康測定室 1
ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ室　1

1 4
作業机

パソコンラック
1 健康測定室

1 99
小卓

テーブル
8 ﾚｾﾌﾟｼｮﾝﾎｰﾙ

1 99
小卓

テーブル
1 休憩ｺｰﾅｰ

1 99
ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞﾃｰﾌﾞﾙ

引出含
2 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ

1 99
ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞﾃｰﾌﾞﾙ

引出含
3 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ

1 99
ロビー用テーブル

丸テーブル
2 交流ホール

2 1 高級事務用椅子 1 ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ

2 3 折りたたみ椅子 33 パワリハ室16、スタジオ16、ﾌﾟﾚﾊﾟﾚｰｼｮﾝ　１

2 3 会議用椅子 50
ｶｳｾﾘﾝｸﾞ　８

ﾚｾﾌﾟｼｮﾝﾎｰﾙ　42

2 3 会議用椅子 364 軽運動室

2 4
応接セット

（イス）
4 講師控室

2 99 長椅子 2 ﾚｾﾌﾟｼｮﾝﾎｰﾙ

2 99 長椅子 1 ﾚｾﾌﾟｼｮﾝﾎｰﾙ

2 99 長椅子(赤) 4 女子更衣室

2 99 長椅子(ﾗｲﾄﾌﾞﾙｰ) 4 男子更衣室

2 99
デッキチェアー
(GFｻﾝﾗｳｼﾞｬｰ)

5 エアロゾル

2 99 トリートメント用イス 1 ﾊﾟｰｿﾅﾙｹｱ室

2 99 肘掛なしﾁｪｱｰ 16 健康測定室２、ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ13、ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ室１

2 99 肘掛なしﾁｪｱｰ 1 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ

2 99 ﾌｨｼﾞｰｱﾁｪｱｰ 13 男子化粧室3、女子化粧室8、手足浴2

2 99 ロビー用イス 4 交流ホール

2 99 ロビー用イス 4 交流ホール

2 99 ソファー 2 交流ホール

備品台帳

品目
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2 99 ソファー 2 交流ホール

2 99 ソファー 2 交流ホール

2 99 ソファー 12 交流ホール

2 99 ソファー 12 交流ホール

3 2 医療・衛生器具戸棚 1 ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ

3 3 テレビ台 1 交流ホール

3 3 花台 1 軽運動室

3 3 傘たて 2
交流ホール
風除室１・２

3 4 演台 1 軽運動室

3 4 演台（司会台） 1 軽運動室

3 5
システム収納

両開き扉
1 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ

3 5 書庫（両開） 1 ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ

3 5 システム収納ガラス引き違い戸 1 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ

3 5 書庫（ｶﾞﾗｽ引違）ﾍﾞｰｽ含 1 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ

3 5
書庫（引違）

ﾍﾞｰｽ含
1 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ

3 8
ビート板整理棚

(ｱﾙﾐ３-DX)
1 多機能温泉療法プール

3 8
ポールラック

（ﾎﾟｰﾙ収納カゴ)
1 多機能温泉療法プール

3 10 傘たて 1 角川職員玄関

3 10 貴重品庫 1 ﾚｾﾌﾟｼｮﾝﾎｰﾙ

3 11
被服ロッカー

（4人用）
7

更衣室1　4
更衣室2　3

3 11
被服ロッカー
（多人数用）

2
更衣室3　1
更衣室4　1

3 11
被服ロッカー

（木製）
1 講師控室

3 99 パーテーションフック 41 倉庫２Ｆ

3 99 システム収納　耐火ユニット 1 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ

3 99
ｻｲﾄﾞｷｬﾋﾞﾈｯﾄ

（2段）
1 ﾚｾﾌﾟｼｮﾝﾎｰﾙ

3 99
ｻｲﾄﾞｷｬﾋﾞﾈｯﾄ

（3段）
3 ﾚｾﾌﾟｼｮﾝﾎｰﾙ

3 99 システム収納　シングルスペース 2 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ

3 99
システム収納

笠木
2 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ

3 99
システム収納
トレーユニット

1 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ

3 99
システム収納

ランマ
2 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ

3 99 保管庫（ｵｰﾌﾟﾝﾀｲﾌﾟ）ﾍﾞｰｽ含 1 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ

4 1 PRIMERGY TX150 S7(3.5)ｵｰﾙｲﾝﾜﾝ ※ 1 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ

4 1 コンピュータ（ノート型）LIFEBOOK　A540/B ※ 15 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ13､ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ1､ｶｳﾝｾﾗｰ1

4 2
拡張RAMモジュール

(サーバー) ※ 1 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ

4 2 ｶﾗｰ液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ－17 ※ 1 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ
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4 2 基本RAMモジュール変換機構－2GB ※ 1 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ

4 2 ﾀｯﾁﾊﾟﾈﾙ内臓ｶﾗｰ液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ-17 ※ 3 ﾚｾﾌﾟｼｮﾝﾎｰﾙ

4 2 ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPCESPRIMO　D550/B ※ 3 ﾚｾﾌﾟｼｮﾝﾎｰﾙ

4 2 ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ仕様 ※ 3 ﾚｾﾌﾟｼｮﾝﾎｰﾙ

4 2 ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ仕様 ※ 3 ﾚｾﾌﾟｼｮﾝﾎｰﾙ

4 2
ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ仕様

ﾒﾓﾘ変更
※ 3 ﾚｾﾌﾟｼｮﾝﾎｰﾙ

4 2 ﾉｰﾄ仕様 内臓DVD－ROMﾄﾞﾗｲﾌﾞ追加 ※ 15 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ13､ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ1､ｶｳﾝｾﾗｰ1

4 2
ﾉｰﾄ仕様

ｾｷｭﾘﾃｨﾁｯﾌﾟ　追加
※ 15 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ13､ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ1､ｶｳﾝｾﾗｰ1

4 2
ﾉｰﾄ仕様
ﾒﾓﾘ変更

※ 15 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ13､ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ1､ｶｳﾝｾﾗｰ1

4 2 ﾊﾝﾄﾞﾍﾞﾙﾄ・ﾊﾞｰｺｰﾄﾞ　ﾚｰｻﾞ　ｽｷｬﾅ 1 ﾚｾﾌﾟｼｮﾝﾎｰﾙ

4 2 ﾌﾟﾘﾝﾀｰ(複合機ｶﾗｰ・FAX・ｺﾋﾟｰ） 1 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ

4 2
小型プリンター

DOCUPRINT　2020 2
ﾚｾﾌﾟｼｮﾝﾎｰﾙ　1

ｶｳﾝｾﾗｰ　1

4 3 LAPLINK　12　1ﾗｲｾﾝｽﾊﾟｯｸ ※ 1

4 3 NETCOBOL　BASE　EDITION ※ 4

4 3 NETCOBOL　BASE　EDITION ※ 3

4 3 NETCOBOL　STANDARD　EDITION ※ 1

4 3 WINDOWS　SERVER　2008　(J) ※ 14

4 3
ﾉｰﾄ仕様 MS OFFICE　PERSONAL2010追

加 ※ 15 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ13､ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ1､ｶｳﾝｾﾗｰ1

4 4 電子レジスター 1 ﾚｾﾌﾟｼｮﾝﾎｰﾙ

4 99 脚立 2 倉庫１(1F）

4 99 ハシゴ 1 2階東側バルコニー

4 99 工具セット 1 倉庫１

4 99 コートハンガー 4
交流ホール2
予防ホール2

4 99 ゴミ箱 10 ﾎｰﾙ等

4 99 ｻｰﾏﾙﾚｼｰﾄﾌﾟﾘﾝﾀｰ/80MM/ﾀﾞｰｸｸﾞﾚｰ 1 ﾚｾﾌﾟｼｮﾝﾎｰﾙ

4 99
脱衣カゴ

（２段タイプ）
4

ｶｳｾﾘﾝｸﾞ　2
多目的更衣室　2

4 99
脱衣カゴ

（ロータイプ）
2 ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ　2

4 99 ラミネーター 1 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ

4 99
物置

屋外ｺﾞﾐ集積場
1 屋外

6 99 車いす 2 ﾚｾﾌﾟｼｮﾝﾎｰﾙ

6 99 システムカートA 4 男女更衣室各２

6 99 システムカートA用袋（青） 2 男子更衣室

6 99 システムカートA用袋（赤） 2 女子更衣室

6 99 台車（ﾊﾝﾄﾞﾙ折りたたみ式） 1 倉庫１(1F）

6 99 チェアポーター 1 ｽﾀｼﾞｵ
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6 99 チェアポーター 12 軽運動室

6 99 テーブルポーター 7 軽運動室

6 99 ワゴン 4
ﾊﾟｰｿﾅﾙｹｱ1、手足浴１

温泉水治療室1、温泉療法室１

7 1 テレビ 1 休憩ｺｰﾅｰ

7 1 テレビ 1 交流ホール

7 3 ビデオ 1 休憩ｺｰﾅｰ

8 5 デジタルカメラ 1 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ

9 49 手摺付バリアフリースケール 1 健康測定室

11 2 デジタル身長計 1 健康測定室

11 2 DPD法残留塩素PH測定器 1 多機能温泉療法プール

11 5 温湿度計 1 多機能温泉療法プール

11 98 デジタル式残留塩素測定器 1 多機能温泉療法プール

16 4
AED装置

（ｽﾀﾝﾄﾞ型収納ｹｰｽ付） 1 ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ

16 99 救急セット 1 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ

16 99 救急セット 1 プール

16 99 救急用人工蘇生器 1 多機能温泉療法プール

16 99 水中担架 1 多機能温泉療法プール

16 99 プールリングブイ 1 多機能温泉療法プール

16 99 メッシュ担架 1 多機能温泉療法プール

16 99 ライフセーバー 1 多機能温泉療法プール

17 1 心拍測定装置 10 ｽﾀｼﾞｵ
（屋外気候療法用）

17 1
全自動血圧計

（専用架台椅子含） 5
ﾍﾙｽﾁｪｯｸｺｰﾅｰ　4
健康測定室 　1

17 1 体組成計 4 ﾍﾙｽﾁｪｯｸｺｰﾅｰ　4

17 1 体組成計 1 健康測定室

17 1 超音波骨密度測定装置 1 健康測定室

17 1 長座体前屈測定器 1 健康測定室

17 1 デジタル握力計 1 健康測定室

17 1
デジタル血圧計

（手首式）
20 ｽﾀｼﾞｵ

（屋外気候療法用）

17 98 運動機能評価システム 1 健康測定室

17 98 角度計４点セット 1 健康測定室

17 98 加速度脈波計 1 健康測定室

17 98 携帯型電子メトロノーム 2 ｽﾀｼﾞｵ
（屋外気候療法用）

17 98 姿勢分析装置 1 健康測定室

17 98
水温計

水温計（スペア）
1 多機能温泉療法プール

17 98 スタンディングアップボックス 1 スタジオ
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17 98 ストップウォッチ 6 健康測定室

17 98
スポーツタイマー

ST-7LH
1 多機能温泉療法プール

17 98 動作分析装置 1 健康測定室

17 98 乳酸測定器 3 健康測定室

17 98
ﾋﾟｰｸﾌﾛｰﾒｰﾀｰ
（ｵｰﾄｽﾊﾟｲﾛ）

1 健康測定室

17 98 皮膚表面非接触温度計 1 ｽﾀｼﾞｵ
（屋外気候療法用）

17 98 ﾌｧﾝｸｼｮﾅﾙﾘｰﾁ計測計 1 スタジオ

17 98 歩行測定器 1 スタジオ

17 98 巻尺（20ｍ） 1 健康測定室

17 98
ライフコーダー

EX-N
10 ｽﾀｼﾞｵ

（屋外気候療法用）

17 98 呼気ガス分析装置 1

17 98 心電計 1

17 98 靴式下肢加重計 1

17 98 筋力計 1

20 1 診察台 2 ｶｳｾﾘﾝｸﾞ　2

20 1 トリートメントベット 1 ﾊﾟｰｿﾅﾙｹｱ室

20 99 診察台用枕 2 ｶｳｾﾘﾝｸﾞ　2

20 99 診察台用カバー 2 ｶｳｾﾘﾝｸﾞ　2

20 99 レンタル用女子水着 16 多機能温泉療法プール

20 99 レンタル用男子水着 20 多機能温泉療法プール

21 6 ハンドミキサー 1 ﾌﾟﾚﾊﾟﾚｰｼｮﾝ

22 1 洗濯機 1

22 1 冷蔵庫 1 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ

22 1 冷蔵庫 1 2Ｆ　湯沸室

22 2
業務用掃除機
（乾湿両用）

2 男子更衣室物入

22 3 電子レンジ(20ℓ） 2
ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ　1

ﾌﾟﾚﾊﾟﾚｰｼｮﾝ　1

22 5 電気卓上ウォーマー 1 プレパレーション

22 5 電気ポット3.0ℓ 1 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ

22 99 アクアスイパーNT-2 2 多機能温泉療法プール

22 99 糸ラーグ 4 多機能温泉療法プール

22 99 高圧洗浄機　K-1120 1 多機能温泉療法プール

22 99
散水用ﾎｰｽ・ﾘｰﾙ

（50m）
1 外構

22 99 自由箒ラバー32 4 多機能温泉療法プール

22 99
消毒保管庫

（紫外線消毒器）
1 ﾌﾟﾚﾊﾟﾚｰｼｮﾝ

22 99 スクイザーV 2 多機能温泉療法プール
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22 99 ｽﾃﾝﾚｽ多機能物干しｽﾀﾝﾄﾞ 1 倉庫１(1F）

22 99 スポンジグリップ 4 多機能温泉療法プール

22 99 清掃ドライヤー150C（ｷｬｽﾀｰ付） 3 多機能温泉療法プール

22 99
清掃用カート
ﾂｰﾙｶｰﾄﾏﾙﾁS

1 男子更衣室

22 99
清掃用カート

ﾌﾟﾛﾃｸﾄﾂｰﾙｶｰﾄJ
1 多機能温泉療法プール

22 99 デッキブラシPET 3 多機能温泉療法プール

22 99 ドライヤーゴムスペア 3 多機能温泉療法プール

22 99
プールクリーナ

ＭＧ－５型
1 多機能温泉療法プール

22 99 フリーハンドルEXアルミ（収縮柄） 4 多機能温泉療法プール

22 99 プロテックツインブルロンTF-N 6 多機能温泉療法プール

22 99 プロテックブンチNT 3 多機能温泉療法プール

22 99 ヘアードライヤー 12
男子化粧室　4
女子化粧室　8

22 99 ホットキャビネット 1 ﾌﾟﾚﾊﾟﾚｰｼｮﾝ

22 99 水着専用脱水機 2 男女シャワー室

22 99 メッシュクリーナーストロング 2 多機能温泉療法プール

22 99
エアロゾルマシン

（マイクロンＺ）
2 エアロゾル室

22 99
ジェットバス

（Atlantis 500）
1 温泉水療法室

22 99
パックマシン

（Thermo-Spa）
1 温熱療法室

22 99 手足浴ﾏｼﾝ(Four-chamber-bath) 2 プール

22 99
水流ﾏｯｻｰｼﾞﾏｼﾝ

(Aqua Thermo Jet）
2 プール

22 99 ﾘﾗｸｾﾞｰｼｮﾝ振動ﾍﾞｯﾄ(Revital Wellness Couch) 2 ﾊﾟﾜﾘﾊ室

22 99
リラックスベット

（Twaeli）
4 休憩ｺｰﾅｰ

22 99 ウォータサーバー 2
休憩コーナー
交流ホール

23 6 展示用パネル 10 倉庫２Ｆ

23 6 案内板 5
交流ホール２
予防ホール３

23 6 回転黒板 1 ｽﾀｯﾌﾙｰﾑ

23 6
月予定表横書

（ホワイトボード） 1 ﾌﾟﾚﾊﾟﾚｰｼｮﾝ

23 6 パーテーションスタンド 10 倉庫２(2F)

23 99 新聞掛 1 休憩コーナー

23 99 パネル用角パイプ脚 11 倉庫２Ｆ

23 99 ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄｽﾀﾝﾄﾞ 1 交流ホール

23 99 マガジンラック 1 ﾚｾﾌﾟｼｮﾝﾎｰﾙ

23 99
ﾌﾟﾙｰｶﾊﾞｰｼｰﾄ

(発泡ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ製)
4 多機能温泉療法プール

23 99
屋外ﾌﾟﾙｰｶﾊﾞｰｼｰﾄ
(発泡ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ製)

1 屋外プール

23 99 スタンドミラー 1 講師控室
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24 99 ｴｸｻｻｲｽﾞﾏｯﾄ（青） 10 スタジオ

24 99 ｴｸｻｻｲｽﾞﾏｯﾄ（赤） 10 スタジオ

24 99
ｼｽﾃﾑｼﾞｮｲﾝﾄﾏｯﾄ

（4枚/組）
5 スタジオ

24 99 ジムボール45 11 スタジオ

24 99 ジムボール55 11 スタジオ

24 99 ジムボール65 14 スタジオ

24 99 ステッパー 1 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ室

24 99
セラバンド

（シン）
1 スタジオ

24 99
セラバンド

（ｽﾍﾟｼｬﾙﾍﾋﾞｰ）
1 スタジオ

24 99
セラバンド
（ヘビー）

1 スタジオ

24 99 トレッドミル 2 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ室

24 99 ﾊﾞﾗﾝｽｸｯｼｮﾝ 30 スタジオ

24 99
ビート板

(ｽｲﾑﾎﾞｰﾄﾞSUN450)
40 多機能温泉療法プール

24 99 プカプカポール 30 多機能温泉療法プール

24 99
歩行用ストック

(NFWﾎﾟｰﾙ・ﾚｽﾎﾟﾝｽ) 18 屋外気候療法用

24 99 エクササイズステップ 12

24 99 リカンベントバイク 4 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ室

28 4
人工植物

ポトス
1 プール

30 1 絵画 1

※　令和2年７月にリース替え予定（ノートパソコンの台数は１５台から１２台へ減台を予定）
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